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社会に価値をもたらす
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私たちは、鉄道を基軸とした
総合物流企業グループとして
最適なソリューションを提供し
社会価値向上に貢献します
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表 3

編集方針

本レポートは、JR貨物グループに関わる多く
の皆さまに対し、事業活動を通じて社会にどの
ような価値を提供しているのかをできるだけわ
かりやすくお伝えするとともに、今後目指して
いく姿、ありたい姿をご紹介しています。
また、JR貨物グループが果たすべきサステナビ
リティに関する考え方と最新の取組みも併せて
ご紹介することで、さらにステークホルダーの皆
さまとの信頼を深め、地域・社会・産業ととも
に持続的に成長するJR貨物グループの事業活
動についてご理解いただけるよう努めています。

報告対象組織

JR貨物グループ（JR貨物単体の取組みも掲載
しています。また、各種データについては特記な
き場合、JR貨物単体のものを掲載しています。）

報告対象期間

2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）
（一部には、2023年度以前の情報や、2025年度の活動も含ま 
れています。）

表紙写真の撮影地 : 神奈川県小田原市
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JR貨物グループの長期ビジョンと中期経営計画
JR貨物グループは、2030年を見据えた「JR貨物グループ 長期ビジョン2030」を実現すべく、2024年3月に「JR貨物グルー
プ 中期経営計画2026」を策定し、事業活動に取組んでいます。その過程を通じてグループとして4つの価値を提供することに
よって、“なくてはならない存在”として、社会への貢献を続けてまいります。

私たちは、鉄道を基軸とした総合物流企業グループとして
最適なソリューションを提供し社会価値向上に貢献します

●  全国ネットワークの貨物鉄道輸送サービスを提供する
我が国唯一の鉄道会社として、安全を全ての基盤とし
て、これまで同様、社会インフラである物流の幹線輸
送を担うべく、鉄道ネットワークの強靭化を進め、確
固たる事業基盤を構築します。

●   物流系施設のみならずオフィスビルや商業施設など多
角的な不動産開発により資産のポテンシャルを最大限
に活かした不動産事業を展開します。

●   全国をつなぐ鉄道ネットワークを基盤に不動産事業の
ノウハウを活かし、物流結節点としての貨物駅に保管、
流通加工等のサービスを付加することで最適なソリュ
ーションを提供し、鉄道を基軸とした総合物流企業グ
ループとして物流生産性の向上に寄与していきます。

●   これらの取組みを通じ、グリーン社会の実現・持続可
能な社会の形成に貢献するとともに、人々の生活や産
業を支え、完全民営化を実現していきます。

JR貨物グループ 長期ビジョン2030

物流生産性の
向上

●  鉄道を基軸とした総合
物流サービスを展開しお
客様に最適なソリューシ
ョンを提供

●  幹線・中長距離輸送を
担う大量輸送機関として
労働力不足に対応

安全・安心な
物流サービス

●  安全を前提とした安定
輸送サービスを提供

●  持続的・継続的な物流サ
ービスを提供し物流寸
断による社会損失回避
に貢献

地域の活性化

全国をつなぐ貨物鉄道輸
送サービスの提供、地域
に応じた不動産開発を推
進し地域社会・経済の活
性化に貢献

グリーン社会の
実現

貨物鉄道の優れた環境特
性を活かすとともに環境
に配慮した事業運営を進
め、2050年カーボンニュ
ートラルをはじめとするグ
リーン社会の実現に貢献

基本方針

～総合物流事業の推進～

全国をつなぐ
幹線物流鉄道

ネットワークの強靭化

貨物駅の
物流結節点機能の

向上

鉄道を基軸としたサプライチェーンの構築による
物流生産性・付加価値向上を実現

～不動産事業のさらなる発展～

不動産価値・事業ノウハウを
最大限に活用した不動産開発の展開

地域社会・経済の活性化に貢献し
総合物流事業とのさらなるシナジー効果を創出

2030年に目指す姿

JR貨物グループが社会に提供する価値
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～一人ひとりが決意を新たに さあ、走りだそう、次の150年へ～
JR貨物グループ 中期経営計画2026

全国のグループ社員の力を結集して、
安全を基盤とした物流のプロとして“なくてはならない存在”へと進化し、
鉄道×物流の総合力によって、日本を、地域を、社会を支えていきます。

物流を通じて社会に、お客様に貢献し続ける企業グループ

基本方針

指針

ありたい姿

❶「安全の価値観」に基づく行動の定着（安全基盤の強化）
❷災害等輸送障害時の対応力の強化（安定輸送の追求）

基本方針❶ 安全基盤の強化・安定輸送の追求による貨物鉄道輸送への信頼の回復
取組み
テーマ

❶戦略的営業活動の展開
❷大型コンテナ取扱量の拡大

❸中距離帯におけるネットワーク強化
❹総合物流企業グループへの進化を目指す取組み

基本方針❷ 既存アセットを最大限活用した輸送量の回復（鉄道事業黒字化）
取組み
テーマ

❶レールゲートなどテーマと継続性のある新規開発の推進
❷既存物件の再開発と価値持続追求の両睨み運営

❸将来の収益化に向けた新規事業へのチャレンジ
❹取得物件の拡大と収益拡大のスピードアップ

基本方針❸ 不動産事業の更なる拡大と新規事業の展開
取組み
テーマ

❶組織力強化・ガバナンス強化
❷人的投資と働きがい創出

❸収支構造改革（コスト削減と運賃改定）
❹グループの総合力を最大限発揮するための戦略

基本方針❹ 経営基盤の強化
取組み
テーマ

❶脱炭素社会の実現に向けた取組み
❷海外における貨物輸送事業への参画

❸DX・新技術の推進

基本方針❺ 貨物鉄道輸送の更なる役割発揮に向けた体制強化
取組み
テーマ

「社員満足度（ES）」
の視点

国内唯一の貨物鉄道輸送を中心と
した企業グループで仕事をすること
に“誇り”を持ち、一丸となって主体
的に業務に取り組むことで得られる
達成感を大切にします。緊張感とワ
クワク感を醸成する組織づくりに取
り組んでいきます。

「企業の社会的責任（CSR）」
の視点

当社グループが持つ労働生産性の
高さや環境優位性を発揮し、全国ネ
ットワークを通じてお客様の貨物を
全国各地にお届けすることで、物流
の2024年問題やカーボンニュート
ラル達成といった社会課題の解決に
貢献します。

「お客様満足度（CS）」
の視点

当社グループでしか担うことのできな
い仕事を通じて、物流コーディネー
ターとして“なくてはならない存在”
を目指していきます。また、不断の努
力によって安全基盤を強化し、BCP
対策にも力を入れて取り組むことで、
お客様に安全・安心な物流サービス
を提供し、信頼に応えていきます。

JR貨物グループの長期ビジョンと中期経営計画
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SDGs/ESG経営の取組み
■「JR貨物グループ 中期経営計画2026」とSDGs/ESGの関連

本レポート
関連ページE S G

物流生産性の
向上

新技術の導入・スマート貨物ターミナルの実現

貨物駅の結節点機能の強化

総合物流事業の推進

輸送量の拡大

安全の確立

安心な物流サービスの提供

カーボンニュートラルの推進

モーダルシフトの推進

サーキュラーエコノミーへの貢献

不動産事業を通じた地域活性化への貢献

地域とのコミュニケーション

新規事業へのチャレンジ

働きやすさの実現

コーポレートガバナンス

コンプライアンス

● グループ全体での総合的な物流提案
● モーダルコンビネーションの推進
● 定温輸送（冷凍・冷蔵）コンテナラインナップの拡充
● 各種物流事業者等との協業
● レールゲートの全国展開
● 積替ステーションなど駅頭クロスドックの展開
● 駅パレ（パレットデポ）サービスの提供
● 戦略的な営業展開
● 中長距離帯におけるネットワーク強化
● 物流統括管理者（CLO）との連携
● 大型コンテナの取扱い量拡大に向けた基盤整備
● ブロックトレインの拡充
● 貨物駅における省力化やオペレーションの効率化推進
　（コンテナ自動搬送、フォークリフトの操作支援、入換機関車の遠隔操作など）
● AIやIoT、ビッグデータの活用
● 貨物新幹線構想の具体化検討
● ITインフラ刷新に伴う業務プロセス見直し
● 安全の価値観の浸透
● 安全管理を通じた事故・事象の防止
● 鉄道事業従事者の厳正な資質管理
● 「刻心塾」の開設など教育訓練設備の充実
● 安全性向上のためのハード対策
● 山陽線列車脱線事故を踏まえた偏積防止対策
● 業務監査室の新設
● 貨物船「扇望丸」の共同保有
● 代行拠点駅の整備（新南陽駅等）
● 迂回運転に備えた対応
● 2030年・2050年に向けたCO2削減方針やKPI等策定
● 貨物鉄道のCO2排出量計算の精緻化
● 再生可能エネルギーやバイオディーゼルの活用
● 環境配慮型機関車の導入など省エネの推進
● 水素の輸送や利活用の検討
● 公募社債「グリーンボンド」の発行
● カーボンニュートラル・物流の2024年問題への訴求
● 低積載区間での販売促進プライシングの実施
● 利用しやすい商品の開発
● 鉄道貨物協会と連携した「エコレールマーク」普及・啓発

● エコ関連物資の鉄道誘致

● 既存開発物件の再開発
● 分譲マンション建設及び完売に向けた販売活動
● 社宅用地を含めた開発用地の生み出し
● 単身者向け高グレード住宅の販売、運営ノウハウの蓄積
● 回転型不動産ビジネスの検討
● 貨物駅等の一般開放・学習機会の提供
● 物流に関する学習機会提供のための見学受け入れ
● 地域のアピールに資するラッピング機関車やコンテナの導入
● 旅客会社や旅行会社等との共同イベントの開催
● 福島県における森林づくり（植樹活動）

● タイを中心とした海外における貨物鉄道事業の展開
● 合弁会社の設立による植物工場事業

● 健康経営指針の策定と社員の健康管理体制の充実
● 職群や契約形態に関する選択肢の多様化
● 勤務制度の見直しなど社員の働き方改革推進
● 障がい者の積極的な採用と女性活躍の推進
● 系統や階層ごとの社員教育推進
● 取締役会の実効性・透明性確保
● 社内業務監査・グループ会社監査など内部統制の強化・充実
● ステークホルダーへの適切な情報発信
● 財務マネジメント強化
● コンプライアンス違反事象の早期把握・解決
● 重要事案に対するリーガルチェックの徹底
● 情報セキュリティ管理の強化
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SDGs/ESG経営の取組み

JR貨物グループは、持続可能な社会の実現に取り組んでいます。この度、「JR貨物グループ 長期ビジョン2030」の枠組みに
おいて、「JR貨物グループ中期経営計画2026」で主に掲げた取組みテーマと施策が、SDGsにおける17のゴール・169のタ
ーゲットとどのように関連するのかをまとめました。本レポートでも掲載している、「JR貨物グループが社会に提供する4つの
価値」と、その価値創造の基盤となる「社員の働きがいの実現」「価値創造を支えるガバナンス」の観点で関連を整理しています。

本レポート
関連ページE S G

物流生産性の
向上

新技術の導入・スマート貨物ターミナルの実現

貨物駅の結節点機能の強化

総合物流事業の推進

輸送量の拡大

安全の確立

安心な物流サービスの提供

カーボンニュートラルの推進

モーダルシフトの推進

サーキュラーエコノミーへの貢献

不動産事業を通じた地域活性化への貢献

地域とのコミュニケーション

新規事業へのチャレンジ

働きやすさの実現

コーポレートガバナンス

コンプライアンス

● グループ全体での総合的な物流提案
● モーダルコンビネーションの推進
● 定温輸送（冷凍・冷蔵）コンテナラインナップの拡充
● 各種物流事業者等との協業
● レールゲートの全国展開
● 積替ステーションなど駅頭クロスドックの展開
● 駅パレ（パレットデポ）サービスの提供
● 戦略的な営業展開
● 中長距離帯におけるネットワーク強化
● 物流統括管理者（CLO）との連携
● 大型コンテナの取扱い量拡大に向けた基盤整備
● ブロックトレインの拡充
● 貨物駅における省力化やオペレーションの効率化推進
　（コンテナ自動搬送、フォークリフトの操作支援、入換機関車の遠隔操作など）
● AIやIoT、ビッグデータの活用
● 貨物新幹線構想の具体化検討
● ITインフラ刷新に伴う業務プロセス見直し
● 安全の価値観の浸透
● 安全管理を通じた事故・事象の防止
● 鉄道事業従事者の厳正な資質管理
● 「刻心塾」の開設など教育訓練設備の充実
● 安全性向上のためのハード対策
● 山陽線列車脱線事故を踏まえた偏積防止対策
● 業務監査室の新設
● 貨物船「扇望丸」の共同保有
● 代行拠点駅の整備（新南陽駅等）
● 迂回運転に備えた対応
● 2030年・2050年に向けたCO2削減方針やKPI等策定
● 貨物鉄道のCO2排出量計算の精緻化
● 再生可能エネルギーやバイオディーゼルの活用
● 環境配慮型機関車の導入など省エネの推進
● 水素の輸送や利活用の検討
● 公募社債「グリーンボンド」の発行
● カーボンニュートラル・物流の2024年問題への訴求
● 低積載区間での販売促進プライシングの実施
● 利用しやすい商品の開発
● 鉄道貨物協会と連携した「エコレールマーク」普及・啓発

● エコ関連物資の鉄道誘致

● 既存開発物件の再開発
● 分譲マンション建設及び完売に向けた販売活動
● 社宅用地を含めた開発用地の生み出し
● 単身者向け高グレード住宅の販売、運営ノウハウの蓄積
● 回転型不動産ビジネスの検討
● 貨物駅等の一般開放・学習機会の提供
● 物流に関する学習機会提供のための見学受け入れ
● 地域のアピールに資するラッピング機関車やコンテナの導入
● 旅客会社や旅行会社等との共同イベントの開催
● 福島県における森林づくり（植樹活動）

● タイを中心とした海外における貨物鉄道事業の展開
● 合弁会社の設立による植物工場事業

● 健康経営指針の策定と社員の健康管理体制の充実
● 職群や契約形態に関する選択肢の多様化
● 勤務制度の見直しなど社員の働き方改革推進
● 障がい者の積極的な採用と女性活躍の推進
● 系統や階層ごとの社員教育推進
● 取締役会の実効性・透明性確保
● 社内業務監査・グループ会社監査など内部統制の強化・充実
● ステークホルダーへの適切な情報発信
● 財務マネジメント強化
● コンプライアンス違反事象の早期把握・解決
● 重要事案に対するリーガルチェックの徹底
● 情報セキュリティ管理の強化

7.2
7.3 8.2 9.4

9.5 11.5 13.1

8.2
8.8

9.1
9.4

11.2
11.a

8.2 9.1
9.4 11.2 12.3 13.1 17.17

17.178.2 9.1
9.4 11.2

4.3 8.2 9.1 11.2
11.5

17.174.7 8.9
11.3
11.4
11.a

12.8 15.2
15.b

7.3 8.2 9.4 12.8 13.1
13.2

8.4 9.4
12.2
12.5
12.8

7.2
7.3 9.4 13.1

13.2
12.2
12.3

9.1
11.1
11.3
11.7

12.4
12.a

17.11
17.16
17.17

7.2 8.9
9.4
9.5
9.a
9.b

11.3
11.a
11.c

2.41.5

3.3
3.4
3.8

5.1 8.5
8.8 10.2

12.6 16.6
16.7

4.4 8.8 9.1 11.2 16.6

16.1
16.3
16.4
16.5

安全・安心な
物流サービスの
提供

グリーン社会の
実現

地域の活性化

社員の
働きがいの
実現

価値創造を
支える
ガバナンス

「JR貨物グループ 中期経営計画2026」において掲げたテーマ
（「JR貨物グループ 長期ビジョン2030」の枠組みで分類） 主な施策内容

P12 - 13

P20 - 24

P26 - 31

P26 - 27

P32 - 33

P34 - 35

P24

P19

P25

P36

P44 - 47

P48 - 50

P51 - 53

P14 - 15

P15 - 18

※この関連表は主に「JR貨物グループ 中期経営計画2026」において掲げた主要施策を「JR貨物グループ 長期ビジョン2030」の枠組みで分類したものです。
　169のターゲットに相当する具体的な施策が、上記に記載した事項以外にも存在しますことをご承知おきください。
※基本方針には取組み優先度の違い等はございませんが、ご説明の便宜上、各方針に番号をつけております。
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“なくてはならない存在”として、
持続可能な社会の実現に貢献します

2024年度を振り返って

挑戦と試練が交錯した一年
安全文化を再構築

2024年度は、JR貨物グループにとって挑戦と試
練が交錯する一年でした。「物流を通じて社会に貢
献し続ける企業グループ」を目指し、安全を基盤と
した物流のプロとして“なくてはならない存在”へと
進化すべく、2024年4月には『中期経営計画2026』
をスタートさせました。グループ社員の力を結集し、
鉄道×物流の総合力によって、地域を、そして日本
を支えていくことを目標に歩み始めました。

しかし、同年7月に発生した新山口駅構内での貨
物列車脱線事故の調査過程で、輪軸の圧入作業に関
する不適切事案が発覚し、鉄道事業法に基づく保安
監査が実施され、「輸送の安全に関する事業改善命
令」を受ける事態となりました。全国の貨物列車を
一時的に止めたことで、多くのお客様にご迷惑をお
かけし、また安全という鉄道事業の根幹に関わる問
題により社会の信頼を大きく揺るがしたことに対し、
改めてお詫びを申し上げます。二度とこのような事
態を起こさないため、講ずべき措置を確実に実施す
るとともに、安全文化の再構築に向け、品質管理体
制の強化、各種業務プロセスの見直し、社員一人ひ
とりの安全意識の徹底やコンプライアンス意識の向
上など、抜本的な改革を進めてまいります。

安全への取組みにゴールはありません。安全は私
たちの事業の存立基盤であり、未来にわたって最優
先課題であり続けます。今後も新たなリスクや環境
変化に対応しながら、絶えず改善・改革を続け、安
全の確保と信頼回復に取組んでまいります。

 

日本貨物鉄道株式会社  
代表取締役社長兼社長執行役員

犬飼 新

社長メッセージ

TOP MESSAGE
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社長メッセージ

中期経営計画2026の推進

総合物流企業としての進化に向け
グループ体制を強化

中期経営計画2026では、コンテナの輸送量をコ
ロナ禍以前の水準まで回復させ、鉄道事業の黒字化
を達成し、総合物流企業として進化していくことを
目指しています。

総合物流事業の拡大に向けた第一歩として、
2025年4月にグループ会社の日本運輸倉庫株式会
社を「JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社」へ
社名変更し、グループの総合物流を担う中核会社と
して発足させました。鉄道輸送を軸に、トラック輸
送や倉庫事業を組み合わせ、顧客に最適な物流ソリ
ューションを提供する体制を整えています。今後、
この新会社を起点に、総合物流事業のさらなる拡大
を目指し、お客様のニーズに応じた物流ソリューシ
ョンを提案してまいります。

また、労働生産性や環境特性に優れた貨物鉄道輸
送の特長を生かし、カーボンニュートラルやトラッ
クドライバー不足といった社会課題の解決に貢献す
ることで、貨物鉄道輸送の存在感を高め、日本の物
流をより効率的で持続可能なものとしていきます。

 

不動産事業のさらなる強化

回転型不動産ビジネスに着手
持続的な発展へのノウハウを蓄積

当社には、貨物鉄道事業と並ぶ大きな柱として、
事業開発部門があります。鉄道と不動産の連携を強
化する戦略も加速させており、全国展開を進める総
合物流施設「レールゲート」は、札幌に続き2025年
9月には「DPL千葉レールゲート」が稼働しました。
物流結節点としての機能を高めることで、鉄道・ト
ラック・船舶など様々な輸送モード間の連携を強化
しモーダルコンビネーションを推進することで、効
率的なサプライチェーンの構築に貢献していきます。

さらに、新たな取組みとして回転型不動産ビジネ
スに着手しました。外部物件を取得し、付加価値を
付けて売却、次の物件へ再投資する、まさに回転型

のビジネスモデルです。この取組みでは、不動産価
値や収益を拡大するアセットマネジメント、物件運
営やテナント管理などを担うプロパティマネジメン
ト、建物設備の保守・点検、安全管理を行うビルデ
ィングマネジメントなどに参画し、不動産事業を継
続的に発展させていくためのノウハウを蓄積してい
きます。

 

人への投資、働き方改革と未来へ向けて

挑戦を後押しする企業文化を醸成
人事部に多様性推進のグループ新設

グループの発展を支える主役は、間違いなく「社
員」です。社員一人ひとりの日々の努力と情熱があっ 
てこそ、事業は成長を続けていくことができます。働
き方改革、働きやすい職場環境の整備、人材の確保
と育成は、私たちが直面する重要な課題です。社員
がやりがいと誇りを持って働き続けられる環境を整
え、挑戦を後押しする企業文化を醸成していきます。

さらに、女性活躍の推進、障害者雇用の拡大、ダ
イバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの実
現にも積極的に取組んでいきます。2025年7月に
は、人事部内に「制度・DE&I推進グループ」を設置
しました。多様な人材が互いを認め合い、各個人が
持つ能力を最大限発揮できる環境を整えていきます。
　ITやAIの発達により、あらゆる業務が人に代わっ
て遂行される時代がそこまで来ています。当社グル
ープはデジタル化や自動化を積極的に取り入れ、業
務効率化やサービスの高度化を図ります。一方、貨
物鉄道事業は「人」の作業の連携で成り立つ部分が
多く、そこにこそ当社グループの機動力と強みがあ
ります。社員一人ひとりの能力を高め、「現場力」と
して結実させることで、真のプロフェッショナル集
団へと進化していきます。
　JR貨物グループは、「運ぶ」だけではない総合的
な物流ソリューションと新たな価値を提供し、これ
までも、これからも社会から“なくてはならない存在”
であり続けます。そして、社会と協創して未来を切
り拓き、日本経済の発展と人々の豊かな暮らしを支
えてまいります。
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「今後の鉄道物流のあり方に関する検討会」課題への取組み報告

KPI （KGI達成までの各プロセスの達成度）

KGI （ビジネスゴールを定量的に示した指標）

2022年に国土交通省が主導して立ち上がった「今後の鉄道物流のあり方に関する検討会」の「変化し続ける社会の要請に応える貨
物鉄道輸送の実現に向けて」と題された中間とりまとめを受け、JR貨物グループが設定した目標への進捗状況をご報告します。

2025年度
コンテナ輸送量

■チャレンジ目標	209億トンキロ（総合物流施策大綱における目標値）
■必達目標	 196億トンキロ（過去最高の2017年度積載率を目指した目標値）		※2024年度163.6億トンキロ

視点1：貨物鉄道の輸送モードとしての競争力強化に向けた課題
課題 2025年度目標 2024年度実績 2025年度の主な取組み

既存の輸送力を徹
底的に活用した潜
在的な輸送ニーズ
の取り込み

●		チャレンジ目標
　積載率	全日平均81.2%
●		必達目標
　積載率	全日平均76.5％

積載率全日平均	73.4%
（災害・輪軸不正等で輸送力が減少

した影響を除くと71.2%）

（１）グループ会社と協働する新たな総合物流体制の構築と稼動
（２）既存輸送力を徹底的に活用した潜在的な輸送ニーズの取り込み
●		データ分析を踏まえた戦略的営業活動　●		31ftコンテナ輸送の拡大
●		定温コンテナ輸送の拡大　●		物流統括管理者（CLO）への働きかけ

これまで限定的な
扱いとなってきた貨
物への対応

定温コンテナ輸送
11.2%増※ 1.1％増※

●		片道輸送の解消、ラウンドマッチング提案の強化
●		お客様、利用運送事業者等との連携、国の支援策などの活用による新規導入促進
●		冷凍食品や医薬品に関する新規顧客や3PL事業者への提案営業

31ftコンテナ輸送
17.4%増※ 7.2％増※

●		補助金事業で製作した31ftコンテナを活用し輸送を拡大
●		利用運送事業者、荷主、3PL事業者と連携しラウンドマッチングのパッケージサービスを提供

中距離帯輸送
23.8%増※ 8.1％増※

●		ニーズに基づく弾力的な輸送力配置　●		返送私有コンテナの往復実装化等による輸送力拡大
●		リードタイム緩和や物流量の変化の把握　●		分析に基づく顧客アプローチ
●		既存のアセットを最大限活用した、中距離帯におけるネットワーク整備

5t未満小口貨物混載・共同輸送の
定期ルート設定

●		小口混載の協業に向けた勉強会
●		小口航空貨物の試験輸送

●		事業者との連携による小口混載の新たな商品の実現と、定期ルート設定（関東～関西間等）
●		JR貨物ロジ・ソリューションズを元請とした、小口航空貨物（輸入）の輸送サービス展開

積替ステーション設置22駅 5駅
●		7駅設置による、22駅設置の完了
●		協力会社の駅チカ施設をコンテナ積替サービス特化施設として全国展開

国際海上コンテナ	
の海陸一貫輸送の
対応

●		輸送ニーズ、事業性の確認
●		官民一体の持続可能スキーム構築
●		事業性判断後、低床貨車発注

●		379個/4,305tの輸送
●		東北線経由で試験輸送（東京（タ）・
横浜本牧～大館）

●		港湾運営会社の補助金活用により相場に近い運賃を提示し、商品としての魅力向上
●		積載率向上、往復マッチング、輸送力の適正配置による収益性の向上、輸送ニーズ・事業
性の確認

●		官民一体の持続可能なスキームを構築し、事業性を判断

災害時をはじめとす
る輸送障害への対
策強化

BCP対策会議新設2都道府県以上
（累計5都道府県以上で開催）

山陽線輸送障害へのBCP策定に向
けた官民一体の検討会（2都市） 函館線・室蘭線・東北線などにおける輸送障害発生を想定し、北海道・北東北エリアで開催

災害時山陽線カバー率50%（2030
年度）

新南陽駅コンテナホーム拡幅や代行
トラック駐車場整備など着手

●		コンテナホームの拡幅　●		代行トラック駐車場の整備　●		駅本屋の新設

●		輪重測定装置
●		トラックスケール整備95駅（94駅
から大館駅が追加）

34駅
●		対象駅を1箇所（大館駅）追加し、95駅とする
●		33駅に整備し、95駅への整備を完了

災害等輸送障害発
生時の対応力強化 ホームページ（HP）の改善 運休情報等を提供時の用語や表現

を分かりやすく変更、など
	HP上の「輸送情報」について、地図等を活用し視覚的にわかりやすい表示を行う（上半期
中に実施）

新たな社会的要請
への対応 自衛隊との定期的な意見交換 4回開催 防衛省より提起いただいた案件の課題整理、対応策検討、定期的な意見交換の継続

新幹線による貨物
輸送拡大に向けた
検討具体化

貨物新幹線車両の設計検討
パレット単位の貨物をコンテナとトラ
ック間で積み替える荷役装置の適用
方法、基本仕様を決定

●		自トラック・コンテナ間の積替自動化について、モデル駅で実施した場合の規模、費用・効
果・実現性などを算定

●		国、旅客鉄道会社へ自動荷役システムを活用した貨物新幹線の協業スキームについて協議

視点2：貨物鉄道と他モードの連携に向けた課題
課題 2025年度目標 2024年度実績 2025年度の主な取組み

誰でもいつでも利用
できる体制づくり

物流MaaS（ワンストップ予約システ
ム）におけるIT化、共通化計画の策定

●		HPでの輸送日数、料金、CO2排
出量等の検索を実現

●		積替ステーション予約等クラウド
サービス選定と画面構築、など

JR貨物グループが主体となる物流情報プラットフォーム導入に向け、JR貨物ロジ・ソリュー
ションズが目指す新しい輸送サービスの構築（ニーズ調査・要件定義の段階からグループ一
体で取り組む）

パレチゼーションの
推進 パレットデポ設置22駅 1駅

●	8駅に設置し、22駅の設置を完了
●		連携により貨物事故防止用「コンテナ養生ボード」を対象とした養生資材レンタル型デポ
の設置推進

貨物駅の高度利用・
貨物鉄道のスマート
化の推進

レールゲートからの発送7,889個 7,659個
●		鉄道用クロスドック機能の推進
●		鉄道未利用テナントへの提案営業

コンテナ留置レイアウト見直しによる
キャパシティ拡大（累計900個分）

354個分のキャパシティを創出し、
760／900個完了

点検コンテナの置き場見直し、コンテナ留置方法の変更によるデッドスペース活用、用途廃
止コンテナ及び倉庫用コンテナの整理・処分、不要設備の撤去等によるキャパシティ向上

視点3：社会・荷主の意識改革に向けた課題
課題 2025年度目標 2024年度実績 2025年度の主な取組み

貨物鉄道輸送の特
性に関する認知度
向上

鉄道輸送による消費エネルギー概算
手法の策定

発着地等入力により、輸送日数、料
金、CO2排出量等が検索できるHP
画面の作成・リリース

2024年度までに鉄道総研の協力により策定した消費エネルギー概算手法の精度を主要線
区で確認することで計算手法として確立するとともに、HP上の検索画面との連動方法を検討
（「貨物鉄道利用促進の制度設定」に記載していたCO2排出量精緻化の取組みを本項目に
移植した）

貨物鉄道利用促進
の制度設定 荷主に対するインセンティブ案の確定

●		精度検証と試算
●		CO2削減相当量を記載した証書
の素案決定、発行に向けた調整

決定した素案の早期発行と、経済的インセンティブ案として検討している鉄道へのモーダル
シフト効果のJクレジット登録について関係者との調整実施

※は2020年度比
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物流業界は、2024年４月より時間外労働に関する上
限規制が適用され、トラックドライバーの労働時間が短くな
ることで輸送能力が不足し、「モノが運べなくなる」ことが
懸念されています（いわゆる「2024年問題」）。何も対策
を講じなければ、輸送能力が2024年度には14％（4億
トン相当）、2030年度には34％（9億トン相当）不足し、
今のように運べなくなる可能性があると推計されています。

そのため、国では、持続可能な物流の実現・物流革新に
向けて継続的に取り組んでいく柱として①商慣行の見直
し、②物流の効率化、③荷主・消費者の行動変容の3つを
設定。荷主や物流事業者が具体的に取り組むべき方針を
「物流革新に向けた政策パッケージ」として発表し、荷主
企業・物流事業者・一般消費者が協力し、物流を支えるた
めの環境整備に向けて、抜本的・総合的な対策が必要と
されています。
こうした中、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関

する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正する法
律」（2024年法律第23号）が第213回通常国会で成立
し、2024年５月公布、2025年4月より一部施行されま
した（2026年4月全面施行予定（中長期計画、物流統括
管理者の選任及び定期報告等））。

「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の
一部を改正する法律（物流改正法）」について

出典：国土交通省HP

「今後の鉄道物流のあり方に関する検討会」課題への取組み

〈荷主の協力義務の追加〉
●		荷主に対しても、物流の効率化に向けた取り組み（荷待
ち・荷役時間の短縮、積載率の向上など）が「努力義務」
として課されました。

〈契約内容の書面化の義務化〉
●		運送契約において、運送料金だけでなく、役務内容や対
価（附帯業務、燃料サーチャージなど）を明記した書面を
交付することが義務付けられました。

〈下請け取引の適正化〉
●		運送事業者が下請けに出す際の運賃について、運賃の概
算額を把握し、荷主へ交渉を申し出る努力義務が課され
ました（二次下請けへの制限含む）。

〈管理体制の強化〉
●		一定規模以上の事業者には、物流統括管理者の選任や、
管理規程の作成・届け出が義務付けられます。

〈罰則規定の導入〉
●		特定事業者や特定荷主が義務を怠った場合、最大100
万円の罰金が科される場合があります。

【荷主・物流事業者に対する規制的措置】
（流通業務総合効率化法）
●		①荷主（発荷主・着荷主）、	②物流事業者（トラック、鉄
道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、物流効率化のた
めに取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措
置について国が判断基準を策定。

●		上記①②の取組状況について、国が当該判断基準に基づ
き指導・助言、調査・公表を実施。

●		上記①②のうち一定規模以上のもの（特定事業者）に対
し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長期
計画の実施状況が不十分な場合、国が勧告・命令を実施。

■改正内容のポイント

■改正内容における具体的な規制的措置

●		特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任を義
務付け。

【トラック事業者の取引に対する規制的措置】
（貨物自動車運送事業法）
●		運送契約の締結等に際して、提供する役務の内容やその
対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等につ
いて記載した書面交付等を義務付け。

●		元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実
運送体制管理簿の作成を義務付け。

●		下請事業者への発注適正化について努力義務を課すとと
もに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化に関す
る管理規程の作成、管理者の選任を義務付け。

【軽トラック事業者に対する規制的措置】
（貨物自動車運送事業法）
●		軽トラック事業者に対し、必要な法令等の知識を担保す
るための管理者選任と講習受講、国交大臣への事故報告
を義務付け。

●		国交省HPにおける公表対象に、軽トラック事業者に係
る事故報告・安全確保命令に関する情報等を追加。

出典：経済産業省HP	物流効率化法パンフレット
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主な総合物流提案・コーディネート領域

お客様

JR貨物グループの物流機能を軸として
ビジネスパートナーとのネットワークを生かし
最適なソリューションをコーディネート

輸配送
駅ナカ・駅チカ倉庫

保管・荷役・仕分け 大型物流施設
積替・パレット

● 鉄道輸送のキャリアとしての輸送能力の提供
● 鉄道輸送と連携したトラック集配事業の展開
● グループ会社のトラック輸送能力の活用
● 自動車・内航海運の利用運送

● レールゲートの全国展開
● 積替ステーションの全国展開
● 駅ナカ・駅チカの倉庫の調達・提供
● その他保管・荷役・荷捌き作業の提供など

● 各種資材調達・リース・レンタル
● 情報システム等の提供
● 物流施設開発

JR貨物グループが
提供する物流機能

船舶トラック航空 船舶トラック航空

鉄道輸送 貨物駅積替ステーション貨物駅積替ステーション

エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク

物流施設
保管、荷役、流通加工、梱包/包装、情報管理

輸送機能
鉄道輸送等幹線輸送・利用運送

周辺事業
物流付随の各種サービス

全国をつなぐ鉄道ネットワークと物
流結節点となる貨物駅、グループ会社
が有する豊富な各種物流機能の組み合
わせにより、最適な物流ソリューショ
ンをワンストップで提供していきます。

● 鉄道による中長距離幹線輸送（ブロックトレイン、列車スペース定型販売等）
● 駅ナカ・駅チカ倉庫の提供
● 倉庫保管・荷役・仕分け・地域配送手配・トラックチャーター便の鉄道輸送
● 運送効率向上提案（パレット、ダブルデッキの利用等）
● 定温輸送（冷凍・冷蔵）
● モーダルコンビネーションの提案（鉄道・トラック・船舶・航空の組合せ提案）

お客様の課題・ニーズを起点に、JR貨物グループや協力会
社のサービスを組み合わせた最適なソリューションを提案し
ます。物流結節点としての貨物駅に、保管・流通加工等のサ

ービスを付加する「駅ナカ・駅チカ倉庫」やグループ内外の物
流アセットをコーディネートし、サプライチェーンの効率化
に貢献します。

物流生産性の
向上

基本的な
考え方

● 鉄道を基軸とした総合物流サービスを展開し
お客様に最適なソリューションを提供します。

● 幹線・中長距離輸送を担う大量輸送機関として
労働力不足に対応します。

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値 1

JR貨物グループが目指す総合物流の姿 基本方針❷

総合物流事業総合物流事業
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物流の2024年問題は、自動車運転業務に関する時間外
労働の上限規制により、トラックで輸送されてきた貨物を運
びきれなくなることが危惧される社会課題です。上限規制は
2024年4月に適用されましたが、これによる影響は今後さ
らに顕在化するとも考えられています。

この問題の解決に向けて、「モーダルコンビネーション」へ
の期待が高まっています。トラック輸送と鉄道輸送、さらに
は船舶輸送や航空輸送までを含めた全ての輸送モードが、そ
れぞれの得意とする機能を最大限に発揮しながら連携し、物
流の効率化・円滑化を目指すものです。

例えば、少量の近距離輸送は柔軟性があるトラック輸送が
担い、大量長距離輸送は労働生産性の高い鉄道や船舶で輸送
します。一方、高い速達性が求められるものは航空で一気に 
輸送するなど、各モードの特性を生かし、競い合う関係から
協力する関係へと進化した物流体系を構築することで、持続
可能な物流が実現できると考えています。

物流の2024年問題に対する有効な手段である「モーダル
コンビネーション」の推進に向け、貨物鉄道輸送を担う当社
は、トラック輸送との親和性向上等に力を入れながら、取組
みを進めています。

JR貨物グループは、深刻化する労働力不足や物流2024年問題、地球環境問題といった
社会課題の解決にグループ一体となって取り組んでいます。環境負荷の小さい大量輸送手
段としての鉄道の特性を活かし、長距離輸送だけでなく中距離帯のモーダルシフト推進、
31ft大型コンテナや積替ステーションの拡充、都市圏に展開するマルチテナント型物流施
設「レールゲート」を活用した輸送モード連携など、戦略的な物流サービスを展開し、お客様
とともに次世代における持続可能な社会の構築に貢献してまいります。

様々な物流問題の解決に役立つ物流サービスを提案します。

鉄道ロジスティクス本部長 取締役兼常務執行役員 土井 広治

MESSAGE

モード間の物流協力「モーダルコンビネーション」で社会課題の解決を 基本方針❷

図中のトラックの種類について：
青色の「31ft」は貨物鉄道輸送用の全長31ftの大型コンテナ、青色のトラックはそれを陸路で運ぶための緊締（きんてい）車と呼ばれる鉄道
コンテナ専用トラックをイメージしています。一般的に31ftコンテナは荷主や利用運送事業者が、緊締車は利用運送事業者が保有していま
す。また、緑色のトラックは、長距離輸送などに適した大型トラック、グレーのトラックは、主に近距離輸送に使われる小型トラックをイメ
ージしています。

■モーダルコンビネーションの概念図

31ft

積替ステーション
（駅ナカ）

連携連携連携

災害時は
船舶輸送も
活用

災害時は
船舶輸送も
活用

A駅

貨物鉄道
31ft

貨物鉄道

積替ステーション
（駅チカ）

31ft

トラック結節点

31ft

ミルクラン共同輸送

着荷主

ミルクラン共同輸送

発荷主

積替ステーション
（駅ナカ）

トラック結節点

積替ステーション
（駅チカ）

31ft

B駅

31ft

積替ステーション
（駅ナカ）

トラック結節点

積替ステーション
（駅チカ）

31ft

C駅

31ft

高速道路
31ft

31ft 31ft

幹線輸送の
複線化
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JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 1 物流生産性の向上

「レールゲート」は、貨物駅の「駅ナカ」「駅チカ」に立地す
るマルチテナント型物流施設です。JR貨物グループの総合
力を活かした物流ソリューションをワンストップでお客様に
ご提供できる物流拠点であり、総合物流事業の推進において
も要となる施設です。 

その中でも当社最大のコンテナ取扱量を誇る東京貨物ター
ミナル駅構内に位置している「東京レールゲートWEST」「東
京レールゲートEAST」は、首都高IC・東京港国際コンテナタ
ーミナル・羽田空港へのアクセスが至便で、「陸・海・空の物
流ジャンクション」として多様な物流ニーズに対応可能です。
また、東京23区などの人口集中地区を半径20km圏内に捉
えており、配送拠点としても最適な立地です。 

倉庫フロアは、お客様の多様なニーズに対応できる柱スパ
ン（10m以上）、梁下有効高（5.5m以上）、床荷重（1.5t/㎡
以上）で設計されており、ベルトコンベアやソーター等の各種
マテリアルハンドリング機器や冷蔵・冷凍用の定温設備、空
調機器の設置が容易に可能な汎用性の高い仕様となっていま
す。免震装置や非常用発電機等のBCP対応機能や、共用の
カフェテリア等を備えており、ご入居者様が安心して快適に
働ける環境を創出しています。 

現在、全国主要都市でのレールゲートの展開を進めており、
大和ハウス工業株式会社との共同事業により2022年5月に

「DPL札幌レールゲート」、2025年9月に「DPL千葉レール
ゲート」がそれぞれ開業しました。今後も、仙台・名古屋・大
阪・福岡等主要都市を中心としてレールゲートを展開し、貨
物鉄道輸送を基軸とした他の輸送モードとのシームレスな物
流ネットワークを構築し、貨物鉄道輸送の利便性をさらに高
めます。

具体的には、レールゲート入居テナントの物流事業者とJR
貨物グループの協同営業活動により、トラック・物流拠点・鉄
道輸送を組み合わせた新しいサービスメニューを展開するな
ど、立地のメリットを最大限活用した物流サービス提供のお
手伝いも進めています。

※東京レールゲートEASTは、環境認証として、BELS（建
築物省エネルギー 性能表示制度）で最高ランク認証、
CASBEE（建築環境総合性能評価システム）でAランク認
証を取得しており、環境改善効果の高いプロジェクトを使
途とした公募社債「グリーンボンド」で調達した資金を活
用しています。 

※DPL千葉レールゲートは太陽光発電システムなどを設置す
ることで、BELSにおいて、最高ランクとなる6つ星と「ZEB」 
を取得するなど、環境負荷に配慮した物流施設です。

物流結節点機能の強化

多様なニーズに応えるレールゲート

基本方針❷

仙台

横浜

東京レールゲートWEST・EAST

京都

名古屋

DPL千葉レールゲート
（2025年9月開業）

DPL札幌レールゲート

福岡

大阪
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JR貨物グループが社会に提供する4つの価値

岡山貨物ターミナル駅・広島貨物ターミナル駅間の輸送ルー
トを拡充したほか、東京貨物ターミナル駅から仙台貨物ター
ミナルを直結するコンテナ列車を設定し、東京臨海部から南
東北地区への利便性が向上しました。 

引き続き、ご利用状況やお客様の声を反映しながら、新た
な商品改善に努めてまいります。

トラックドライバーの時間外労働の上限規制を背景に、
600km前後の中距離帯輸送についてはトラック輸送のみで
は困難になりつつあります。当社のコンテナ輸送の得意とす
る距離は800km以上ですので、そうした長距離帯と併せ、
中距離帯の輸送力を拡充することで、お客様が抱える物流課
題の解決に貢献できるものと考えています。 

2025年3月のダイヤ改正では、東京貨物ターミナル駅と

中長距離帯におけるネットワークの強化 基本方針❷

積替ステーションをはじめとする駅頭クロスドックの展開 基本方針❷

緊締装置（鉄道コンテナを固定す
る装置）を備えていない一般トラッ
クからの中継拠点として、 JR貨物で
はレールゲートのみでなく、駅頭の

「積替ステーション」をご提案してい
ます。安全な作業スペース確保とコ
ンテナの移送作業提供のほか、一部
の積替ステーションでは荷物用フォ
ークリフトの配置やパレット貨物の
積み替え作業等もあわせてご提供し、
トラックとの結節性を向上させてい
ます。また、協力事業者による駅近
くの物流施設における同様のサービ
ス展開も進めています。

トラックと鉄道の結節性をさらに向上させる複合輸送サービス拠点へ

新座貨物ターミナル駅の積替ステーション

駅パレ（パレットデポ）を活用した効率的な物流体系の提案 基本方針❷

「駅パレ」は、貨物駅構内または近隣に設置するパレットデ
ポにおいて、手軽にパレットのレンタル・返却ができるレン
タルパレットサービスです。通常、パレットをレンタルする
時はお客様がパレットレンタル事業者のデポに立ち寄り、パ
レットを引き取る必要がありますが、「駅パレ」では集貨・配
達に合わせて貨物駅構内等でパレットをレンタル・返却でき
るため、パレット利用にかかる手間・コストの低減が図られ、
効率的な物流体系の構築が可能となります。

これからの物流業界における労働力不足対策として、パレ
ットと鉄道コンテナのワンストップサービスを提供してまい
ります。

貨物駅構内等でパレットをレンタルできる

京都貨物駅のパレットデポ
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JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 1 物流生産性の向上

マーケティングプロセスに基づき、お客様の声や全国貨物
純流動調査など実態を踏まえたデータ分析とターゲット選定
を実施しています。そのうえで、関係者と連携したソリュー

ション提案等、JR貨物グループが一体となり戦略に基づいた
営業活動を行ってまいります。

鉄道の輸送量拡大に向けた戦略的営業活動の展開 基本方針❷

利用運送事業者が鉄道コンテナ輸送を申し込む際、これま
では利用したい日時や区間の列車輸送枠に空きがないと予約
ができませんでした。その場合、事業者はトラックや船など
の輸送手段に切り替えることもあるため、後になって列車輸
送枠が空いたとしても活用されないままとなることが度々あ
りました。 

そこで、 2024年8月より予約システムに「キャンセル待ち
機能」を追加しました。本機能で申し込み後、待機期限まで
に輸送枠の空きが発生すると自動で輸送枠を取得するため、
事業者は効率的に業務を行うことができます。本機能も駆使
しながら輸送枠を最大限活用し、列車の積載率向上を目指し
ていきます。

輸送申し込みのキャンセル待ち機能を実装

深刻化する労働者不足、2024年問題等を背景に、お客様
や利用運送事業者のニーズは大きく変化をしています。そう
した声や、競合輸送機関の動向調査、ご利用状況等のデータ
分析を踏まえ、機動的な輸送力の配置や弾力的運賃施策の提
案など、戦略的営業活動の展開を進めています。特に直近で
は、2024年問題に伴うトラックドライバーの労働時間の制

限により、ここ数年ニーズが高まっている中距離帯の輸送力
拡大を進めています。 

また、顧客データベースやクラウドサービスを活用し、営
業社員へのターゲティング支援、セールス支援等も実施して
います。

データ分析を踏まえた戦略的営業活動

当社は、全国ネットワークを有する国内で唯一の貨物鉄道
事業者として多種多様な貨物を全国にお届けしながら、社会
インフラとしての責任を果たしてきました。

一般物資輸送のみでなく、「静脈物流」とも言われる廃棄物
輸送を担っていることも特徴の一つです。自治体から排出される
廃乾電池・廃蛍光灯の輸送に始まり、現在では自治体焼却灰
や生活廃棄物、廃プラスチック等の産業廃棄物なども扱ってい
ます。貨物鉄道輸送は排出事業者から処分業者までコンテナに
よる一貫輸送のため、不法投棄の心配がなく、安全・安心です。

また、大規模災害時には被災自治体への救援物資輸送も行

っています。2024年1月に発生した令和6年能登半島地震
においても実施するとともに、石川県内の災害廃棄物の輸送
も同年9月より開始しました。2018年の北海道胆振東部地
震の際は、機関車の電源を用いた周辺住民へ携帯電話の充電
サービスなども実施し、被災地の復興に協力してきました。
なお、当社は事態対処法に基づく「指定公共機関」に指定さ
れており、自衛隊の物資輸送にも協力しています。

こうした活動の基盤となる、安全・安心な物流サービスを
提供するための取組みを続け、社会インフラとしての役割を
担ってまいります。

社会インフラとしての役割を担い、安心をお届けします 基本方針❶

石川県内災害廃棄物のコンテナへの積み込み

一般コンテナとの混同を防ぐ、静脈物流専用の表示
● 型式表示の1文字目は、廃棄物（waste）の頭文字「W」
● 黄色地の「環」ステッカーを貼付

シリアルナンバー印字の封印環で
輸送中のセキュリティー確保
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JR貨物グループが社会に提供する4つの価値

大型コンテナ取扱量の拡大 基本方針❷

トラック輸送で多く使用される10トントラックと容量・
サイズがほぼ同様である31ftコンテナの需要の高まりを受
け、大型コンテナの取扱量拡大のための基盤整備に取り組ん
でいます。 

ハード面では、コンテナホームの拡幅や路盤改良といった
駅構内の整備や、コンテナ中継作業の改善によるネットワ
ークの拡大、緊締車・トップリフター等の必要な設備や機材
の増備を進めています。高まる需要にお応えするため、当社
が運用する31ftコンテナを2024年度に続き2025年度も

30個増備しました。国の支援もあり、私有31ftコンテナも
増備が進んでいます。 

また、グループ会社との連携による組織的なオペレーショ
ン体制の構築、空回送低減に向けコンテナと貨物をマッチン
グさせる仕組みの構築、リースなどを含むお客様の個別需要
に応じたコンテナ保有形態の構築等といったソフト面での
対策も順次進めています。今後も顧客、利用運送事業者、業
界団体と連携し、31ftコンテナの取扱量拡大に注力してま
いります。

■大型コンテナ取扱量の拡大に向けたハード対策

駅構内の整備及び利用方法の見直し 必要な設備及び機材の増備

▷コンテナホームの拡幅や路盤改良の実施
▷構内上屋の改良による積替機能の拡充
▷コンテナ中継作業の改善によるネットワークの拡大

静岡貨物駅の整備計画

▷31ftコンテナ
▷緊締車

▷積替ステーション
▷荷役機器

▷トップリフター
▷コンテナホーム整備

大型冷凍コンテナを用いたモーダルシフト事例のご紹介
赤城乳業株式会社は、埼玉県北部の深谷工場と本庄

千本さくら「5S」工場（本庄工場）の2拠点から、2022
年に九州向けの輸送の一部を、2023年に岡山向けの
輸送を、それぞれトラックから鉄道へシフトしました（現
在の体制：九州方面2便／
日、岡山方面1便／日）。 

マイナス25℃の低温を
安定して維持できる高性
能な冷凍機を搭載し、GPS
によるリアルタイムの位置
情報の把握やコンテナの状
態を常時モニタリングする
ことが可能な31ft冷凍コ
ンテナを活用することで、
お客様が重視するきめ細
やかな品質管理を実現し
ています。 

さらに、2024年からは岡山に工場を置く同業他社と
連携し、往復ラウンド輸送を実現しました。今後も同業
他社だけでなく、原材料メーカーとの連携も視野に入れ
たラウンド輸送を目指します。

17JR貨物グループレポート2025



スーパーレールカーゴ
● 2004年運行開始

●東京～大阪間を毎日1往復、最高速
度130km/h・6時間11分で運行。
世界初の電車型特急コンテナ列車
（16両編成、動力分散方式を採用）

●10トントラック56台分を輸送し、鉄
道へのモーダルシフトで年間約1万
4000トンのCO2削減

福山レールエクスプレス
● 2013年運行開始

●2013年の東京～大阪間を皮切り
に、2015年に東京～岡山・福山間
（2022年に広島へ延伸）、2017
年に名古屋～福岡間、2021年に大
阪～郡山・仙台・盛岡間で運行を開
始、現在毎日4往復を運転

●10トントラック344台分を輸送し、
鉄道へのモーダルシフトで年間約9
万8000トンのCO2削減

カンガルーライナー
● 2018年運行開始

●2018年の大阪～郡山・仙台間を皮
切りに、2021年に名古屋～福岡間、
東京～福山間で運行を開始、現在毎
日3往復を運転

●10トントラック202台分を輸送し、
鉄道へのモーダルシフトで年間約3
万4000トンのCO2削減

※フォワーダーズブロックトレインの写真はイメージです

※不特定多数の荷主の貨物を積み合わせて運ぶことを指し、宅配便などもこれに含まれます

積合せ貨物※ 積合せ貨物※ 積合せ貨物※

トヨタロングパスエクスプレス
● 2006年運行開始

●名古屋～盛岡間を運行、現在毎日2
往復を運転。名古屋→盛岡は自動
車生産用部品を、盛岡→名古屋は部
品積用空容器を輸送

●10トントラック120台分を輸送し、
鉄道へのモーダルシフトで年間約
1万500トンのCO2削減

フォワーダーズブロックトレイン
● 2022年運行開始

●埼玉～大阪・神戸・姫路間を毎日1
往復運行。特定の荷主に限らない利
用運送事業者向けの新しいブロック
トレインとして、飲料、食品、日用雑
貨等の生活必需品を輸送

●10トントラック110台分を輸送し、
鉄道へのモーダルシフトで年間約1
万2400トンのCO2削減

自動車部品 食料工業品等

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値

ブロックトレインとは、列車1編成のうち半数以上の輸送
力をブロック（区画）で貸切、往復輸送するコンテナ列車のこ
とをいいます。2004年3月に運転開始したスーパーレール
カーゴを皮切りに、現在は関東～関西・中国、東海～東北・
九州、関西～東北の区間で、11往復の運転を行っています。
ブロックトレインをご利用いただくことで、年間を通じて

安定的に輸送力を確保できることが、お客様にとって一番の
メリットです。また、オーダーメイドでお客様のご要望に合
わせた列車の設定も可能です。さらに、CO2の排出量が少な
いという貨物鉄道輸送の特徴を活かして、地球環境に配慮し
た輸送手段を使用していることを内外へアピールしていただ
けるメリットもあります。

ドライバー不足緩和と環境負荷低減に貢献

1 物流生産性の向上

ブロックトレイン
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先進技術を有機的に連携させ、物流結節点となる貨物駅に
おける省力化やオペレーションの効率化を図るコンセプトが
スマート貨物ターミナルです。コンテナ自動搬送車、フォーク

リフトの運転操作支援、入換機関車の遠隔操縦などの開発に
取り組み、産業構造の変化や、社会、経済の変化に対応した、
貨物駅と物流サービスの「あるべき姿」の実現を目指します。

■スマート貨物ターミナル（イメージ）

T-DAP トラックドライバーアプリ
・荷役予約
・入退場管理

構内無人搬送
・無人フォークリフト
・コンテナ自動搬送車

CHMS コンテナハンドリングマネジメントシステム
・荷役作業の最適化指示

積付検査ロボット
・コンテナ積載状態確認の省力化

水素ステーション

入換機関車遠隔操作

電車型貨物列車

貨物新幹線

スマートゲート
・車両認証
・コンテナ外観検査

スワップボディ
コンテナ

開発検討中の技術例　～コンテナ積付検査の省力化～開発検討中の技術例　～コンテナ積付検査の省力化～

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値

DX・新技術を活用した貨物ターミナル駅の進化 基本方針❺

現行の積付検査作業

カメラによる積付検査（例）

カメラ カメラ

貨物列車の出発前には、コンテナが確実に閉扉して
いるか、貨車に積載されているか等の最終検査を行っ
ています。この検査作業は、人力により、24時間、どの
ような天候でも実施する必要があるため、作業員の大
きな負担となっています。見落とし等のヒューマンエ
ラーも発生しています。このため、技術企画部では、貨

車・コンテナ側面を自動撮影し、AIにより確実にコンテ
ナが閉扉されているか、貨車に積載されているかを自
動判定することで、作業負担を軽減するとともに、ヒュ
ーマンエラーを防止する技術について検討・試験を行
っています。
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安全・安心な
物流サービス

基本的な
考え方

● 安全を前提とした安定輸送サービスを提供し
ます。

● 持続的・継続的な物流サービスを提供し、物流
寸断による社会的損失回避に貢献します。

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値 2

「輸送の安全に関する事業改善命令」の受領 基本方針❶

2024（令和6）年7月24日、新山口駅構内にて貨物列車
が脱線する事故が発生しました。事故調査の過程で作業記録
の書き換えなどの不適切事案が判明したため、同年9月11
日から国土交通省による保安監査が実施されました。監査の
結果、当社の行為が「鉄道に関する技術上の基準を定める省
令」第10条第1項、第87条第4項に抵触したことから「輸
送の安全に関する事業改善命令」を受領しました。
この事業改善命令は、監督官庁が鉄道事業について輸送の
安全を確保する上で問題があると判断した時、法律に基づき
講じる行政処分です。
当社の輪軸組立作業に関する作業記録の書き換え等の不

適切事案は、輸送の安全確保の仕組みを根底から覆す行為で
あり、到底容認されるものではなく、鉄道輸送に対する信頼
を裏切り、貨物鉄道輸送をご利用いただいているお客様をは
じめ関係の皆様に多大なるご迷惑をおかけしました。
この事案を教訓に、私たちは改めて「鉄道事業者としての

使命」「物流を担う責任」「お客様視点の再確認」「会社や職場
の文化や風土の再構築」を再認識し、同様な事案を二度と発
生させてはなりません。「JR貨物の安全確保のために講ずべ
き措置」で報告した内容を確実かつ着実に実行し、再生に向
けてJR貨物グループを挙げて取り組んでまいります。
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JR貨物グル－プでは、「安全の価値観」により、人命を守ることが全てに優先すると定め
ています。そのためには、一人ひとりが「大事なものを守るために何をすればよいか」を自問
自答し、実践としての行動に結びつけることが何よりも大切です。
2024年9月に発覚した輪軸圧入作業に関しての不適切事案から1年が経過しました。「輸

送の安全に関する事業改善命令」が発出され、4項目の講ずべき措置に対して対策を立て現
在も取組みを進めています。鉄道輸送をご利用されているお客様、関係者の皆さまから信用・
信頼をいただけるよう、グル－プ一体となり取組んでまいります。

全員が自問自答を繰り返し、鉄道の安全を維持します。

安全統括本部長 取締役兼執行役員 但野 新二

MESSAGE

安全の基本的な考え方と安全基本方針 基本方針❶

JR貨物グループでは、「綱領」として、鉄道の運転業務に従
事する者が常に心がけるべき安全に関する規範を定めていま
す。各職場では、綱領を掲げ、点呼や訓練等で繰り返し唱和
することにより安全意識を向上させています。このような安
全の取組みを実施していることから、一定以上のリスクがあ
る事故・事象（当社では鉄道運転事故に至らないものを事象
と定義）の件数は、着実に減少してきましたが、人命につな
がるリスクが大きい事象は依然として発生しており、これら
を発生させない取組みを重点的に進めていく必要があります。
このため、2021年度からは「安全は人命を守ること」が最

重要であることを改めて明確にし、安全の理念、安全の定義、
安全目標、安全行動指針からなる「安全の価値観」を定め、安
全に対する意識の向上に取り組んでいます。
そして、「安全の価値観」を実行していくために「大事なも

のを守るための安全活動」として、「安全最優先の職場風土の
醸成」「事故・事象の再発・未然防止」「労働災害防止策の強
化」を重点実施項目として定め、それを達成するために、「安
全を支える基盤の強化」「PDCAに基づく自律的な安全管理」
「安全を伝えるツールの強化」を「安全活動を支える3つの柱」
にしています。これらを柱として、各現場で具体的な実行計
画を立て、人命に関わる事故・事象、労働災害を発生させな
いため、PDCAサイクルでスパイラルアップを図りながら実
行してまいります。

安全の理念：安全は、鉄道事業の存立基盤である

安全の定義：安全は人命を守ること

安全行動指針：私は、人命を第一に考え、安全確保
の主役となって、常に正しい作業を実行します。

安全目標
（鉄道安全）貨物列車に起因する旅客・公衆の人命

に関わる事故事象を撲滅する
（労働安全）死亡や重大な後遺症につながる労働災

害を撲滅する

鉄道事業者にとって、安全の確保は事業運営の根幹であ
り、最も優先するべき重要な事柄です。安全を確保するこ
とにより、JR貨物グループの鉄道事業が存立し、成り立っ
ているという考え方から「安全は、鉄道事業の存立基盤であ
る」を「安全の理念」としています。

安全は、鉄道事業を営むうえで最も大切なものですが、特
に旅客、公衆、社員等（JR貨物グループの社員をはじめ、貨
物鉄道輸送に携わる人を含む）の人命については、他の何よ
りも優先して守るべきものであるという考え方から、「安全
は人命を守ること」を「安全の定義」として位置付けました。

実際に安全のために行動するのは、現業機関、支社、本社
のそれぞれの社員一人ひとりであり、誰もが安全の主役です。
また、人命に関わる重大な事故や労働災害を起こさないこ
とを第一とし、正しい作業を実行することが、安全最優先の
行動そのものであり、これらをJR貨物グループ社員の統一
した行動指針としています。

鉄道安全と労働安全の両面から撲滅すべきものを明確に
掲げ、安全目標としました。鉄道安全の面からは、JR貨物
グループにおいて最も発生させてはいけないことである「貨
物列車に起因する旅客・公衆の人命に関わる事故・事象」の
撲滅を目標としました。また、労働安全の面からは、社員や
鉄道輸送に関わる人の触車、感電、墜落、交通事故など「死
亡や重大な後遺症につながる労働災害を撲滅する」ことを目
標としました。

■安全の価値観
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当社では、鉄道事業法の定めに基づき、輸送
の安全性の維持向上を図ることを目的として安
全管理規程を制定しています。この規程では、
社長をトップとし安全統括管理者、運転管理者、
乗務員指導管理者を置いた安全管理体制を定め、
各管理者の責務を明確化して輸送の安全の確保
に取り組んでいます。
また、本社では、運転事故等や労働災害の防
止に関する事項を審議し、有効かつ効果的な対
策の策定・推進等を行うことを目的とし、安全
統括管理者を委員長とする本社安全推進委員会
を設置し、毎月開催しています。
安全推進委員会では、改善に結び付く有効な
ヒヤリ・ハット、さらには安全監査や輸送安全総
点検の結果を整理して取り上げ、全社的な水平
展開を図る機能も併せ持っています。
各支社においても、支社長を委員長とする支
社安全推進委員会を設置し、事故・事象や労働
災害の具体的な取組みを議論することにより、
支社内の安全活動を推進しています。

輸送の安全の確保に取り組むために 基本方針❶

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 2 安全・安心な物流サービス

■安全推進委員会（マネジメントレビュー）

■JR貨物の安全管理体制図
　（太字は法令に基づく管理者。点線は法令に基づく指揮系統）

乗務員指導
管理者

（機関区長等）

運転管理者
（運輸部長等）

コンテナ部長

運輸部長

技術統括部長

安全統括本部長

車両部長

鉄道設備部長

支社長

安全推進部長

安全監査室長

人事部長

財務部長

経営企画部長

社長

鉄道ロジスティクス本部長

安全統括管理者

専門分科会

社長 本社安全推進委員会

北海道支社

東北支社

関東支社

東海支社

関西支社

九州支社

支
社
安
全
推
進
委
員
会

各
現
業
機
関

2024（令和6）年度は、列車事故（列車の衝
突、脱線、火災事故）のうち列車脱線事故が2件
発生しました。鉄道物損事故は発生しませんで
した。踏切障害事故は9件（対前年度比△4件）、
鉄道人身障害事故は14件（対前年度比△11件）
の発生となり、昨年度より件数は減少しました。
また、鉄道運転事故全体では25件で、2023（令
和5）年度から13件減少しました。

■鉄道運転事故発生件数
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■列車事故
列車の衝突、脱線、火災事故

■鉄道物損事故
列車または車両の運転により、500万円以上の物損
を生じた事故

■踏切障害事故
踏切において列車または車両が歩行者または車両等
と衝撃した事故

■鉄道人身障害事故
列車または車両の運転により人の死傷を生じた事故

事故等の発生状況
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安全で安定した輸送サービスを提供するためには、確かな
知識と技術を備えた人材の存在が不可欠です。JR貨物グル
ープでは、この人材育成を担う拠点として、中央研修センタ
ーを設置しています。

同センターでは、運転士、車両検修、保全、駅業務の4系統
に分け、各職場の実務に即した教育を行い、現場で求められ
るスキルを体系的に習得できる環境を整えています。近年、
実務経験が豊富なベテラン世代の定年退職が進み、年齢構成
上、若手社員の比率が増加しています。これに伴い長年培わ
れてきた技術やノウハウの継承が重要な課題となっています。
そのため「職能別教育」を強化し、技能の継承に向けた取組
みを推進しています。座学での教育のみならず現場で即戦力
となるための実践的な教育を通じて、確実な技術の継承を行
っていきます。

また、運転シミュレーターをはじめとした充実した施設・
設備が整備されており、基礎教育から応用教育、異常時対応
訓練まで幅広いプログラムを実施しています。各系統の実践
的な教育により、知識の向上を図るとともに、基本動作の定
着や現場で必要とされる判断力を養っています。これらの教
育訓練は、安全と品質を支える基盤です。

今後も、技術革新や輸送ニーズの変化に対応できる柔軟な
教育体制を構築し、社員一人ひとりが自信を持って業務に臨
める環境を整えます。中央研修センターは、未来の鉄道貨物
輸送を担う人材を育成する拠点として、JR貨物グループの
安全輸送を支えていきます。

誰しも「人命最優先」は当たり前であると認識しており、「ルールを守る」
ことの大切さも、もちろん知っています。その一方で、安全な行動ができな
い、ルールを守れない “自分”がいます。その自分に打ち勝つためには、そ
れぞれが心に持つ「大事なものを守る」ことを常に考え、安全を他人事とす
ることなく、より自分自身のこととして受け止め、考える必要があります。
大事な家族、仲間等、あらゆる人をどのように守るか、名前も知らない誰か
に悲しい思いをさせないため、怪我や事故を起こさないために何をすれば
よいかを、一人ひとりが考えて行動できるようにすることが大切です。

そのために過去の重大事故を知り、今あるルールがなぜ定められている
のかを学ぶ。そして語り部である講師陣から当時の話などを聞き、仲間と
語り合うことで安全の大切さを心に刻み、明日からの自分自身の行動に表
していく。その学びの場が刻心塾です。

未来の鉄道貨物輸送を担う人材を育む「中央研修センター」

安全教育施設 「刻心塾」

基本方針❶

基本方針❶

EH500形式電気機関車シミュレーターと運転台

屋外実習線を使用した保線実習

実際の貨車を使用した手ブレーキ訓練
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2021年12月、山陽線 瀬野駅～八本松駅間で貨物列車の
脱線事故が発生しました。これは、脱線した貨車に偏積のあ
るコンテナが積載されていたことが原因であると、運輸安全
委員会により報告されています。

こうした経緯も踏まえ、当社は偏積防止対策として、勉強
会やハンドブック等による啓発など利用運送事業者や積込み

事業者と連携した取
組みを行っています。

また、走行中の貨物列車の輪重比を確認できる「輪重測定
装置」や、貨物駅に入るトラックの積荷の偏積を測定する「ト
ラックスケール」、コンテナ単位で偏積を測定する「コンテナ
スケール」の導入を計画的に進めています。

これらのソフト対策とハード対策を着実に実施するととも
に、関係者ともさらなる連携を図り、輸送の安全確保に万全
を期してまいります。

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 2 安全・安心な物流サービス

輪重測定装置による測定 トラックスケール コンテナスケール

2025年2月にトラック事業を行って
いるグループ会社およびその子会社の幹
部、実務者による安全会議を開催しまし
た。あるグループ子会社が2年連続して
人身死亡事故を発生させたことや、JR
貨物本体の安全推進部では鉄道以外の
事故に関する知見が充分でなく、全国で
合わせると日々100台以上を運行して
いるトラック事業に特化した安全会議開
催の必要性が高まったことが、安全会議
の開催に至った背景です。

当日は18社48名の参加があり、ド
ライブレコーダーの動画による事故発
生状況を共有し、事故発生原因とその対
策に関する意見交換などを行いました。
特に、多くの会社でカーナビゲーション
システムの代わりにスマートフォンを利
用している実情を踏まえ、その取り扱い
や管理についての方針を確認しました。
また、ドライバーの健康管理のための点
呼の重要性や、打ち解けた話が出来る添
乗の有効性が参加者に紹介されました。

会議開催の趣旨

JR貨物グループでは「安全は人命を守ること」を最重要事項としてい
る。社員、公衆両者の死亡事故、重大な後遺症につながる事故、労災を無
くすこと、これはトラック事業でも変わらない。

グループ会社で起きた2件の死亡事故を企業の社会的責任として真摯
に受け止め、JR貨物グループで共有するとともに、再発防止に向けた安
全意識の向上をテーマの一つとして、意見交換をさせて頂き、安全の取
り組みに活かしたい。

JR貨物グループ トラック事業者安全会議を開催 基本方針❶

JR貨物グループ トラック事業者安全会議の風景

偏積防止の取組み 基本方針❶
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近年、気候変動を主要因として激甚化・多頻度化する自然
災害は鉄道ネットワークにも大きな影響を及ぼしています。
当社では、モーダルコンビネーションの推進により持続可能
な物流の実現に取り組む一方で、ネットワークが寸断された

際にも、お客様からお預かりした貨物を目的地まで確実に届
け、「物流を止めない」という使命を果たすため、災害時の
BCP対策に取り組んでいます。

安定輸送に向けた激甚災害への備えとBCP対応の強化

当社は、センコーグループホールディングス（GHD）と共同
で、総トン数499トン型貨物船「扇望丸」を新造し、2024年
8月に就航しました。この船は、平常時はセンコーGHDが顧
客の原料・資材輸送専用船として運航し、災害発生時に貨物
鉄道ネットワークが寸断された際には、当社が実施する災害
代行輸送に使用することとしています。

2024年9月に発生した秋田・新潟地区大雨に伴う羽越線
の道床流出の際に本船による代行輸送を実施しましたが、こ
れまで2週間以上を要していた代行輸送の設定を1週間弱で
実現することができました。本船の就航により、災害発生時
における迅速な代行輸送体制の構築を図り、安心・安全な物
流サービスを提供します。 

また、代行輸送のもう一つの主役であるトラックについて
も、災害発生時の即応体制整備に取り組みます。列車で往復
輸送している区間のうち、比較的距離の近い貨物駅間の輸送

自然災害により鉄道ネットワークが寸断された際、迂回ル
ートの設定が難しい山陽本線をターゲットとしてトラック代
行の実施に備えた拠点駅の整備を進めます。 

その第一歩として、2018年の「平成30年豪雨」や2021
年8月の大雨災害でも代行拠点駅となった新南陽駅において、

の一部を、グループ会社と協働してトラック輸送への切り替
えを検討しています。これにより、平時から使用しているト
ラックを災害時は代行輸送に供用する、いわゆるフェーズフ
リー体制の構築を目指しています。

コンテナホーム拡張や代行トラックの駐車場の整備を実施す
ることで駅の能力向上を図っております。 

また、官民一体となった協議会を設置し、貨物駅周辺にお
ける特殊車両通行許可制度や内航海運活用時の接岸バース
に関する事前調整も進めてまいります。

代行拠点駅としてコンテナホーム拡幅、
トラック駐車場確保

船舶代行における499船のさらなる活用

BCP対策強化箇所の
特定など

トラック代行
船舶代行

北
九
州
貨
物
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ナ
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北
九
州
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山
貨
物
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ー
ミ
ナ
ル

広
島
貨
物
タ
ー
ミ
ナ
ル

新
南
陽

エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク

エコレールマーク エコレールマークエコレールマーク

徳
山
港

岡
山
港

エコレールマーク エコレールマークエコレールマーク

■接岸バースの確保・調整　■港湾荷役契約と荷役機器の確保・調整

■山陽本線・新南陽駅を代行拠点駅とする代行輸送のイメージ

新南陽駅コンテナホーム拡張工事の様子

扇望丸のコンテナ荷役風景

貨物船「扇望丸」の共同保有等による迅速な代替輸送の実施

代行拠点駅の整備

基本方針❶
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■貨物輸送量1トンキロ当たりのCO2排出量
（出典：国土交通省ホームページ）

貨物鉄道輸送のCO2 排出原単位は営業用トラックの
約11分の1であり、環境にやさしい輸送機関として
注目されています。

CO2排出量
営業用トラックの約11分の1

貨物鉄道輸送が担う年間の輸送トンキロをすべて営
業用トラックで運んだ場合と比較して、3,330,000t-
CO2/年（2023年度実績）の削減効果があります。

貨物鉄道輸送のCO2削減効果は
3,330,000 t-CO2/年

※3,330,000t-CO2の排出削減（CO2固定吸収）を植林
活動を通じて行う場合の森林面積。林野庁ホームページ
より、40年生のスギが1haに1000本立木していると
仮定して計算。

スギ林のCO2吸収効果に換算※すると
東京都の約1.71倍の面積

（約375,000ha）

グリーン社会の
実現

基本的な
考え方

● 貨物鉄道の優れた環境特性を活かすとともに
環境に配慮した事業運営を進め、2050年カー
ボンニュートラルをはじめとするグリーン社会
の実現に貢献します。

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値 3

JR貨物グループの環境特性

環境にやさしい貨物鉄道輸送のPR

貨物鉄道輸送は、CO2 排出量がトラックの約11分の1、船の約半分とい
った優れた環境特性を持っています。また、貨物列車1編成の輸送力は10
トントラックの最大65台分と、労働生産性にも優れた輸送手段です。

カーボンニュートラルの達成や、物流の2024年問題に代表される労働力
不足といった社会課題が近年クローズアップされていますが、これらの課題
解決に大きく貢献できるのが貨物鉄道輸送です。多くのお客様に鉄道をご
利用いただくことを通じて、JR貨物グループは社会に価値を提供してまい
ります。

｢エコレールマーク｣は、物流の分野においてCO2 の排出量が少なく、環
境にやさしい貨物鉄道輸送を積極的に利用して、地球環境問題に取り組ん
でいる企業や商品を一般の消費者にアピールすることを目的に2005年4
月に国土交通省で制定されました。エコレールマーク認定基準（右図参照）
を満たした商品や企業のホームページ・名刺などに同マークを表示すること
が可能です。2025年8月現在、認定商品176品目、認定企業98社となっ
ています。

JR貨物はエコレールマーク事業に協賛しており、同制度の事務局を務め
る（公社） 鉄道貨物協会と連携し、普及を推進するため日本各地で開催され
る環境イベント等に出展しています。

今後もエコレールマークをさまざまな場面で活用しながら、 持続可能な物
流に貢献する貨物鉄道輸送のPRを強化していきます。

エコレールマーク認定基準

認定商品

認定企業

500km以上の陸上貨物輸
送のうち、数量または数量
×距離の30%以上、鉄道を
利用している商品。

500km以上の陸上貨物輸送のうち、数量また
は数量×距離の15%以上、鉄道を利用してい
る企業。もしくは数量で年間1万5千トン以上、
または数量×距離で年間1500万トンキロ以
上、鉄道を利用している企業。

0 500 750250 1000

1147

207

42

19

自家用貨物自動車

営業用貨物車

船舶

鉄道

CO2排出原単位［g-CO2/トンキロ］   （2023年度）
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■線区別のCO2排出原単位の算定

2050年カーボンニュートラルに貢献するべく、JR貨物グループは、2つの視点で「環境
先進企業」を目指します。1つは「自分たちのCO２削減」。省エネ型機関車導入や再エネ使
用拡大によりJR貨物グループ自体の脱炭素化を進めます。もう1つは「お客様のCO２削減」。
貨物鉄道輸送の利便性向上と併せてクレジット化等のインセンティブの仕組み作り等に取
り組み、鉄道をご利用いただくことでお客様の物流における課題解決とScope3削減に貢
献します。さらに将来的には、水素エネルギーへの転換を企図するお客様に鉄道輸送により
水素をお届けするなど、グリーン社会の実現に向けて様々なチャレンジを続けていきます。

２つの視点で「環境先進企業 JR貨物グループ」を目指します。

経営統括本部長 取締役兼執行役員 高橋 秀仁

MESSAGE

企業の温室効果ガス（主にCO2）排出量において、ガソリン
や軽油等の使用による直接排出（Scope1）と、他社から供給
された電力等の使用による間接排出（Scope2）が自社の排
出とされます。これ以外の、自社事業の活動に関連する他社
の排出はScope3と呼ばれます。
カーボンニュートラルの達成に向けて、製品の原材料調達

から製造、物流、販売、消費、廃棄に至るまでの過程における
排出量、即ちScope1～3までを含めたサプライチェーン排
出量を把握し削減することを求める流れが加速しています。
環境先進国の多い欧米ではScope3削減の取組みを取引

先の条件とする企業も出てきており、2023年度に新設され

た気候関連開示の国際基準にもScope3の開示が要求事項
に盛り込まれました。日本版の基準は2025年3月5日にサ
ステナビリティ基準審議会（SSBJ）より公表され、2027年
3月期から一部の企業で開示が義務化される見込みです。
Scope3は、活動の種類により15のカテゴリーに分類さ

れます。そのうち、カテゴリー4と9に該当する原材料や製
品の輸送・配送の排出削減にあたり、圧倒的な環境特性を有
する貨物鉄道輸送が貢献できる場面は数多くあります。物流
の2024年問題の影響もあり規制が厳しくなる荷主企業の皆
さまに対してメリットをご提供できるよう、積極的なPRと利
用促進のための仕組みの構築を進めていきます。

利用促進に向けた取組みの一環として、貨物鉄道輸送のCO2排出量の精
緻化を進めています。
貨物鉄道輸送のCO2排出原単位はひとつであるため、燃費や積載率等が考
慮され算出されるトラック輸送の排出量と比べ、省エネの取組みが精緻に反
映されにくい実態があります。そこで、関係機関と連携した調査を実施し、
線区別の原単位の算出に向けた検討を行っています。併せて、駅での荷役作
業により排出されるCO2排出量について算定することも目指しており、集荷
から配達まで一連の輸送におけるCO2排出量について、精度の高い情報の提
供に向けて検証を実施しています。
これにより算定したCO2排出量や削減効果を明示、クレジット化する等の
インセンティブ導入も検討しています。お客様のScope3が削減され、それ
を実感いただくことで、鉄道のさらなる利用拡大へと繋げていきます。

ディーゼル機関車を使用する
北海道内や、勾配・曲線区間の
多い中央本線・上越線、平地を
高速で走行する東海道本線な
ど、線区ごとの諸条件を加味
した排出原単位の算定を目指
します。

お客様の「Scope3」削減への貢献

お客様へ届ける環境付加価値の検討 基本方針❺

上流
Scope3

②資本財、③Scope1,2に含まれない
燃料およびエネルギー関連活動、
⑤廃棄物、⑥出張、⑧リース資産

その他

下流
Scope3

⑩製品の加工、⑫製品の廃棄、
⑬リース資産、⑭フランチャイズ、
⑮投資

自社
Scope1 Scope2

その他

①原材料
電気の利用燃料の燃焼④輸送・配送

⑦通勤
⑪製品の使用⑨輸送・配送

27JR貨物グループレポート2025



※1

※22013年 2020年 2030年 2050年

100％
2013
基準年度

608,654t-CO2

①次世代省エネ型車両の
積極的な導入

ハイブリッド機関車等の導入

駅構内照明LED化

新技術導入等による
荷役作業効率化

再エネ電力の購入
（PPA等）

再エネ自家発電設備の
導入拡大

バイオ燃料の段階的な活用

水素燃料電池の活用

②建物・設備における省エネ技術の
導入及び電化の推進

③DX等による列車運転や
駅構内作業の効率化

④再生可能エネルギー
電力の導入

⑤代替液体燃料の導入

50％
2030

0％
2050
0t-CO2

JR貨物グループ
全体で達成

再エネ推進

省エネ推進

※3

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 3 グリーン社会の実現

環境長期目標「JR貨物グループ カーボンニュートラル2050」 基本方針❺

2022年7月、JR貨物グループ
は環境長期目標「JR 貨物グルー
プ カーボンニュートラル2050」
を策定しました。各種の省エネル
ギー施策や再生可能エネルギー
活用の推進により、2050年度に
CO2 排出量の実質ゼロを目指し
ます。

今後、貨物鉄道の環境特性を更
に高めた輸送サービスを提供する
ことによりお客様の物流における
CO2 削減に貢献することを通じ、
これまで以上に貨物鉄道をご利
用いただけるよう取り組み、物流
全体の脱炭素化および政府の定
める2050年カーボンニュートラ
ルをはじめとしたグリーン社会の
実現に貢献します。

鉄道事業等における環境負荷

JR貨物単体の全事業および鉄道事業における環境負荷は以下の通りです。

OUTPUT（2024年度）

事業活動（2024年度）

456,277t-CO2CO2排出量 1,097トン廃棄物排出量 552千ｍ3総排水量

807,000MWh電力

669千ｍ3都市ガス

248トンLPG

190klガソリン

2,498klA重油

685kl灯油

36,004kl軽油

INPUT（2024年度）

175億トンキロ輸送トンキロ

エネルギー

水資源

PPC用紙 33,425千枚

897千ｍ3

JR貨物 全事業におけるOUTPUT（2024年度、速報値）

462,877t-CO2CO2排出量

※1：JR貨物（単体）の鉄道事業を対象としています（本社部門を除く）

※1 2013年度CO2排出量：JR貨物単体の実績（グループ全体の排出量は2020年度より集計）
※2 2020年度CO2排出量：JR貨物単体471,251t-CO2、JR貨物グループ全体510,324t-CO2

※3 2030年度CO2排出量：JR貨物単体で50％削減（2013年度比）

■鉄道事業※1における環境負荷

2050年度にCO2排出量実質ゼロへ
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JR貨物グループが社会に提供する4つの価値　2 安心・安全な物流サービスJR貨物グループが社会に提供する4つの価値

再生可能エネルギーの導入 基本方針❺

創エネルギーの取組みとして、太陽光発電の導入を進めてい
ます。2022年7月に竣工した東京レールゲートEASTの屋根
面に設置した太陽光パネルによる年間発電量は約2300MWh
で、施設共用部で年間に必要な電力の約6割相当、日中時間
帯に限ると共用部全量相当を再生可能エネルギーで賄ってい
ます。また、「貨物駅等のグランドデザイン」プロジェクトとして
2023年3月に竣工した安治川口駅の新事務所の屋上にも太
陽光パネルを配し、駅事務所で利用する電力の一部を賄います。

さらに、JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社、日本オ
イルターミナル株式会社、関西化成品輸送株式会社、臨海サ
ービス株式会社のJR貨物グループ4社6地点においても太

陽光発電を行っており、合計で年間約2900MWhを発電し
ています。

JR貨物グループでは今後、遊休地の活用等も含めてさらな
る再生可能エネルギーの導入を進めていきます。

東京レールゲートEAST 日本オイルターミナル「OT宇都宮
メガソーラー発電所」

九州の貨物列車けん引に使用している電気機関車（ED76形式およびEF81形式）の置
換を目的に、EF510形式300番代交直流電気機関車「ECO-POWER レッドサンダー」を
新製しました。既に本州で運用しているEF510形式をベースとしつつ、環境負荷低減やメ
ンテナンスコストの削減を目的に交流回生ブレーキを新たに装備しました。各種性能確認
走行試験の結果、交流回生ブレーキを採用しなかった場合と比較して消費電力量5～17%
低減※1、騒音レベル約4dB低減※2 を実現しています。2023年3月に量産先行車である
EF510-301号機の運行を開始して以降、量産車の導入を進め、2025年4月現在、17両を
運用しています。

また、貨物駅構内での貨車入換作業用に、小型ディーゼルエンジンと大容量リチウムイオン
蓄電池を組み合わせたシリーズ式ハイブリッド機関車HD300形式を開発し、2025年4月現
在、各駅で41両を運用しています。既存の入換用機関車と比べ、燃料消費量36.0%低減※3、
窒素酸化物（NOx）排出量61.4%低減※3、騒音レベル22dB低減※4を実現しています。

さらに、橋梁強度が低い線区にも入線可能な本線・入換兼用ディーゼル機関として
DD200形式電気式ディーゼル機関車を開発し、2025年4月現在、グループ会社を含め28
両を運用しています。インバータ装置に電力変換効率が高いハイブリッドSiC（シリコンカ
ーバイド）素子を適用したこと等により、置換前の機関車と比べ、燃料消費量20.3%低減※5、
窒素酸化物（NOx）排出量18.6%低減※5、騒音レベル11dB低減※6を実現しています。

※1：2022年７～8月鹿児島線・肥薩おれんじ鉄道線で実施した試験結果の一例
※2：2022年2月門司機関区で実施した比較測定結果（量産先行車301号機において、発電ブレーキ設定と回生ブレーキ

設定を比較）
※3：2010年6月東京貨物ターミナル駅で実施した700トンけん引走行試験における既存入換機関車との比較測定結果
※4：2010年6月東京貨物ターミナル駅で実施した既存入換機関車との比較測定結果
※5：2018年1月東京貨物ターミナル駅で実施した700トンけん引走行試験における既存入換機関車との比較測定結果
※6：2017年7月東京貨物ターミナル駅で実施した既存入換機関車との比較測定結果（エンジンアイドル時） DD200形式電気式ディーゼル機関車

HD300形式シリーズ式ハイブリッド
機関車

使用済み食用油等から製造される次世代バイオディーゼル燃料は、原料である植物が
成長過程で光合成を行いCO2を吸収するため、燃料を使用し燃焼した際のCO2排出量と
実質的にプラスマイナスゼロになるということで注目されています。当社では、2021年
10月から越谷貨物ターミナル駅の構内移送トラックに使用していますが、活用場面の拡
大のため、2023年10月から板橋コンテナ営業所の新型の12ftコンテナ用フォークリ
フトにおいても、エンジン等車両本体への影響も踏まえた長期試験を開始しています。

カーボンニュートラルの実現に向け、これらの試験結果を踏まえながら今後、使用拡大
を検討していきます。

使用試験を行っている、板橋コンテナ営業
所のフォークリフト

次世代バイオディーゼルの使用、試験を拡大 基本方針❺

「エコな貨物鉄道輸送」に貢献する環境配慮型の機関車 基本方針❺

EF510形式300番代交直流電気機関
車「ECO-POWER レッドサンダー」
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JR貨物グループの森
も り

林づくり

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 3 グリーン社会の実現

貨物駅構内におけるCO2削減の取組み 基本方針❺

基本方針❺

※1 燃料改質器：燃料タンクとエンジンの間に取りつける特殊なセラミック触媒により燃料を軽質化（燃焼しやすく）する装置
※2 アクセル踏込み制限：アクセルペダル下に取りつけ、アクセルを一定以上踏み込めないようにするストッパー

コンテナ荷役作業に使用するフォークリフトについては、
第4次排出ガス規制対応車（2014年度基準）の導入を進め
ています。排気ガス中の粒子状物質（PM）は従来に比べ9割
削減され、燃費は15％以上改善しています。なお、旧排ガス
規制車の一部には燃料改質器※1 とアクセル踏込み制限※2 を
設置、都市部住宅地に隣接する箇所には車両のエンジン音等

を抑えた「防音型」を導入する等の工夫も図っています。
また、夜間の駅作業に必要な貨物駅構内の照明設備につ

いては、2018年度からLEDへの置換を順次進めており、
2031年度末までの完了を目指しています。置換完了により、
従来の水銀灯と比べ約6,000t-CO2 の排出削減を見込んで
います。

東京貨物ターミナル駅のLED照明

玉井幼稚園の皆さんとの交流

第4次排出ガス規制に対応したフォークリフト

16組60名が参加した「親子自然教室」

身近に感じてもらう機会を提供しました。
さらに2025年夏には、小学生の子どもを持つグループ社

員を対象に「親子自然教室」を開催しました。地元の郡山女
子大学短期大学部で幼児教育を学ぶ学生の皆さんの協力も
得て、フォレストパークあだたらの自然学習プログラムを活
用し、親子で楽しみながら自然の大切さを学びました。あわ
せて、日本オイルターミナル郡山営業所や郡山貨物ターミナ
ル駅を見学し、お父さん・お母さんが働く貨物鉄道輸送の仕
事についても理解を深めました。

こうした取組みにより、自然環境の保護はもちろんのこと、
地域との交流も深めることで、引き続き「グリーン社会の実
現」と「地域の活性化」に貢献してまいります。なお、本活動
で行った更新伐や植樹については、福島県より二酸化炭素吸
収効果の認証を得ています。

JR貨物グループでは、豊かな森林を健全な状態で次世代
に引き継ぐことを目的とした環境保全活動として、福島県と
共同で森林づくりを進めています。2023年11月から開始
した本活動では、ふくしま県民の森「フォレストパークあだた
ら」内の森林約2haを、アカマツ優位の森林から広葉樹中心
の混交林へ変えていくことを目指しています。

2024年度は6月と10月の2回にわたり植樹および下草
刈りを実施し、グループ各社から延べ100名の社員が参加し
ました。特に10月の活動時には、地元の大玉村立玉井幼稚
園の皆さんが育てたどんぐりの苗を寄贈いただき、JR貨物グ
ループの森林において園児と社員が協力して植樹を行いまし
た。また、その御礼として、同幼稚園の年長組の皆さんを郡
山貨物ターミナル駅に招待し、機関車添乗やコンテナ内部体
験（コンテナの中に入って真っ暗闇を体験）など、貨物鉄道を
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JR貨物グループが社会に提供する4つの価値

MCH
受入拠点

貨物鉄道輸送 総合水素ステーション 燃料電池トラック

脱水素
装置

燃料電池電車

燃料電池バス

燃料電池
フォークリフト

MCH
H2

H2
H2トルエン

使用時にCO2を排出しないこと等から、次世代のエネルギ
ーとして期待される水素。普及に向けては複数の水素キャリ
アが有望視される中、当社はそれらの形態や特徴に応じた鉄
道輸送の実現可能性について、検討を始めています。

岡山地区においては、引き続き国土交通省の「鉄道技術開
発費補助金（鉄道脱炭素施設等実装調査）」の交付を受け、メ
チルシクロヘキサン（MCH）による水素供給・活用について
調査検討を進めています。そのほか、各地区において水素需
要の創出や効率的な水素サプライチェーンの構築に向けた協
議会に参画し、関係各社と協力して水素の利活用に向けた調
査研究を推進しています。

また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）の助成事業として、川崎車両株式会社や（公
財）鉄道総合技術研究所と共同で、液化水素輸送に向けたタ
ンクコンテナの開発にも取り組んでいます。

これまで日本のエネルギーの安定供給に貢献してきたJR

貨物グループとして、将来的にエネルギーミックスが実現し
た際にも貨物鉄道輸送の更なる役割を発揮し、「グリーン社
会の実現」にも一層貢献できるよう準備を進めてまいります。

水素の輸送や利活用に向けた調査・検討を始めています 基本方針❺

■岡山地区における水素輸送・供給・利活用のイメージ

2025年6月、当社は前年に続き4回目となる公募社債「グ
リーンボンド」を発行しました。

これによる調達資金は、「JR貨物グループ 長期ビジョン
2030」に掲げている「グリーン社会の実現」や「物流生産性
の向上」の取組みの中で、グリーンボンド原則等に準拠した
環境改善効果の高いプロジェクトに充当されます。

当社グループは、全国をつなぐ幹線物流鉄道ネットワーク
の強靭化と貨物駅の物流結節点機能の強化等、将来につなが
る成長・戦略投資を積極的に推進しています。また、グリー
ンボンドの発行を通じ、ステークホルダーの皆様に、当社グ
ループの取組みや貨物鉄道輸送の優れた環境特性や労働生産
性をご理解いただくことを目指しています。

グリーンボンドの発行にあたり策定した「グリーンボンド・
フレームワーク」については、株式会社日本格付研究所より
外部評価を取得しています。その他、グリーンボンドについ
ては当社ホームページの「グリーンボンド」ページ（https://
www.jrfreight.co.jp/ir_sustainability/greenbond）も
併せてご覧ください。

公募社債「グリーンボンド」を発行

社債名称 日本貨物鉄道株式会社第8回社債
（一般担保付）（グリーンボンド）

発行年限 10年

発行額 70億円

発行時期 2025年6月

資金使途

輸送関連設備等の更新・新製
（鉄道施設の老朽取替）にかかる設備資金、
ならびに電気機関車の更新・新製にかかる

リファイナンス資金

主幹事
証券会社

みずほ証券株式会社（事務主幹事）
野村證券株式会社

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社
大和証券株式会社

第三者評価機関 株式会社日本格付研究所（JCR）

■2025年6月に発行したグリーンボンドの発行概要

開発中のタンクコンテナイメージ
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国鉄分割民営化後、コンテナ輸送が主力となったことから
輸送体系が見直され、貨物駅の利用効率の向上ならびに廃止
により土地が生み出されました。JR貨物では、このような土
地を活かし、不動産事業を通じて地域の活性化に貢献できる
まちづくりに取り組んでいます。

特に、東京都心の飯田町貨物駅の廃止で生み出された土地
は、高いポテンシャルを備えていたことから、当社が中心と
なり土地を3つの街区に分けて開発し、35階建の超高層賃
貸オフィスビル『GARDEN AIR TOWER（ガーデン エア タ
ワー）』と緑豊かな商業施設『I-GARDEN TERRACE（アイ 
ガーデンテラス）』を建設、オフィス・店舗・ホテルなどを備え
た新しい都市空間「I-GARDEN AIR（アイガーデンエア）」と
してオープンさせました。アイガーデンエアは、帰宅困難者
受入れ施設としての機能を有し、地域防災訓練や、商店街・
教育機関と行う祭りを開催するなど、地域の活力を支える拠
点となっています。

また、東京都江東区北砂にあった小
お な ぎ

名木川
が わ

貨物駅の廃止で
生み出された土地に、約12万㎡の大型ショ
ッピングモールを開業させました。2つの敷
地を2種類のブリッジ（車路用、歩行者用）で
結んで一体運用するとともに、国内随一の規
模を誇る地中熱利用設備や防災トイレなどの
機能も備え、環境や地域防災に配慮した施設
としました。

さらに、八王子駅南口では、駅前立地を活
かした分譲タワーマンションとショッピング
モールの複合施設を2018年に開発し、駅周
辺の回遊性およびバリアフリーを実現しつつ、
駅前の活性化に貢献しています。その他、現
在は会津若松駅・長崎駅周辺の土地区画整理
事業や向日町駅周辺の再開発事業等に行政や
他地権者様とともに取り組んでいます。

一方、廃止した社宅跡地など住居に適した土地では、分譲
マンション事業や賃貸マンション事業を全国展開しています。
不動産市場からの物件（主に賃貸マンション）取得も推進し
ており、そこから派生する不動産管理業務（設備および運営
管理）もグループ会社と共に展開してまいります。これらの
マンションは「フレシア」というマンションブランド名で、「フ
レシア」とは「フレート（貨物）」と「フレッシュ（新鮮）」の造
語であり、さわやかな生活空間を提供しています。

幹線道路に面している土地ではホームセンターや飲食店、
家電量販店などの商業施設を開発しているほか、名古屋港水
族館に隣接する土地を遊園地「名古屋港シートレインランド」
として開発するなど、周辺環境や土地の特性を活かした開発
を行っています。病院や義肢装具サポートセンター、スポー
ツクラブやフットサル場など、地域の皆さまの健康・医療・
福祉に資する開発にも取り組んでいます。

今後も地域のニーズに応じた不動産開発を推進し、地域社
会・経済の活性化に貢献するまちづくりを進めてまいります。

2025年8月に竣工した「フレシア立川」

地域の活性化

基本的な
考え方

● 全国をつなぐ貨物鉄道輸送サービスの提供と、
地域に応じた不動産開発を推進し、地域社会・
経済の活性化に貢献します

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値 4

不動産事業を通じたまちづくりへの貢献 基本方針❸
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JR貨物では、「JR貨物グループ 中期経
営計画2026」に掲げる「不動産ビジネス
の更なる拡大」に向けて、回転型不動産ビ
ジネスに参入しています。2025年3月
に第１号となる不動産私募ファンドを組
成し、運用を開始しており、引き続き保
有資産を中心に新たな私募ファンドを組
成し、ファンドの資産規模拡大を図ると
ともに、調達した資金により、新たな成長
分野となる不動産に再投資を行います。

総合物流事業の拠点や、鉄道と他輸送
機関とのモーダルコンビネーションの拠
点となる物流施設開発への投資を進め、
貨物鉄道輸送との相乗効果を創出し、リ
ソースを最大限活用することで事業拡大
や収益向上へ貢献します。また、将来の
事業環境の変化や不動産投資リスクに備
え、物流施設を中心としながらも住宅・オ
フィス等の取得による、不動産ポートフ
ォリオの再構築にも取り組んでいきます。

現在は第1号ファンドにおいて、不動
産のプロパティマネジメント（PM）業務
を受託しており、今後も、私募ファンドに
売却する不動産の物件管理業務をJR貨
物グループで受注できる体制を整え、フ
ィービジネスによる収益向上を図ってま
いります。

また、アセットマネジメント（AM）業
務の受託については、社内内製化のため
金融商品取引業を的確に遂行するための
業務に熟知した要員配置と体制整備が求
められることから、弁護士事務所の支援
を受けながら投資助言・代理業を取得し、
2026年10月を目途に事業参入を目指
しています。

JR貨物
賃借人・転貸人
兼 プロパティ
マネージャー（ ）

転借人
（建物所有者）

投資家
（複数者）

信託受託者
（信託銀行）

JR貨物

JR貨物

ローン

不動産
信託受益権
（土地）

エクイティ

アセット
マネージャー

金融機関

SPC（ファンド）

⑥信託受益権
売却

②業務補助
契約

⑤信託契約

⑧賃貸借契約・
PM契約

⑨転貸借契約

⑦信託契約

⑩収益

④ローン

⑪返済

③出資金

⑫配当

①アセットマネジメント契約

企業の
資本構成の一部。
株主が持つ企業の
所有権を指す

全国ネットワークによるブランド力を活かして、不動産事業の拡大投資を進めています。
貨物駅のエキナカ・エキチカに代表される大型物流拠点をはじめ、オフィスや商業施設、レ
ジデンスなど、地域雇用の促進や人口増に寄与するための活動、また各自治体と協力し駅前
広場の再開発など、地域の活力を支える事業展開を行っています。さらには、全国各地に点
在する貨物駅でのイベントを通じて、貨物鉄道輸送の重要性や地域の皆様にとって身近な
存在であることを知っていただく活動に取り組んでいます。これまでも、そしてこれからも、
皆様との絆を大切にし、地域社会からの期待と信頼にお応えできるよう邁進してまいります。

不動産事業の全国展開を通じて地域社会へ貢献します。

事業開発本部長 取締役兼執行役員 今橋 一樹

MESSAGE

回転型不動産ビジネス・AM事業への参入 基本方針❸

■回転型不動産ビジネスの仕組み

■スキームイメージ

※AM：アセットマネジメント............資産運用会社、ファンドの物件取得・運用・売却・資金調達方針を決める業務
　PM：プロパティマネジメント.......物件ごとのリーシング、テナント管理、契約管理、入出金管理、予算策定、工事

管理等、主にソフト面の管理業務
　BM：ビルディングマネジメント...設備管理・警備防災、清掃等の主に物件のハード面の維持管理に関する業務

資産組入（資産回転）

回転型
不動産ビジネス

私募ファンド資産組入

資金調達

拡大再投資

●駅チカ物流施設取得による鉄道との
  シナジー創出
●取得物件のバリューアップによる
  資産価値拡大
●フィービジネス（AM・PM・BM）※の拡大

●フィービジネス
  （AM・PM・BM）※
  の拡大
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JR貨物グループでは、地域に根差したさまざまな活動を実施しています。ここでは、JR貨物の各支社から、地域の活性化につ
ながる取組みやイベントをご紹介します。

機関車を写真に収める生徒さんたち

支社による地域活性化の取組み

「子どもがつくる、子どもとつくる」中学校の職場見学会関　東

フォークリフトの乗車体験風景

児童発達支援施設の皆さまを対象とした駅見学会北海道

2024年8月、苫小牧貨物駅にて、一般社団法人りあん（児童発達支
援施設）に通う小中学生とその保護者、ならびに団体関係者の皆さま
計35名をお迎えし、駅構内の見学会を開催しました。当日は、駅社員
が案内役を務め、トップリフターおよびフォークリフトの乗車体験、着
発線荷役作業の見学、機関車との記念撮影など、貨物駅ならではの体
験を提供しました。

参加者の方々から 「苫小牧市に貨物列車の駅があることを初めて知
った」 「JR貨物は生活に欠かせない存在だと感じた」「見るものや体験
するものがとても大きくて驚いたし楽しかった」 といった感想が寄せ
られたほか、児童・生徒の皆さんからは心温まる感謝状も頂戴しました。
今後も、貨物鉄道輸送の役割を広く知っていただく機会を創出すると
ともに、地域社会とのつながりを深める取り組みを継続してまいります。

参加者の皆さまとの記念写真

恒例の「JR貨物ふれあいin東北」に新ブースを設置東　北

東北地区「鉄道の日」実行委員会主催の「鉄道フェスティバルin
東北」は、仙台貨物ターミナル駅構内において、東北地区の各鉄
道会社が鉄道部品や地域特産品の販売など、それぞれ特色あるブ
ースを出店し、毎年多くの方が訪れる人気イベントです。東北支
社では、このイベントにあわせて「JR貨物ふれあいin東北」を開
催し、例年、機関車展示やミニ機関車の乗車体験、青果販売など
多くのブースを出店しています。2025年10月5日開催の今回は、
新たに実物大の線路の分岐器を製作し、モーターや手回しによっ
て分岐器の転換を間近で体験できるブースを設け、ご好評をいた
だきました。仙台貨物ターミナル駅は2030年3月に郊外への移
転が決定していますが、仙台市中心部でイベントが実施できる間、
東北地区のインフラ維持のためにも毎年開催していきます。

2024年11月18日、学校法人東京シューレ学園東京シューレ葛飾
中学校の職場見学会を東京貨物ターミナル駅と大井機関区で実施しま
した。東京シューレ葛飾中学校は、「子どもがつくる、子どもとつくる」
をモットーとする、不登校を経験した子どものための学校です。将来
に向けた進路サポートの一環として、鉄道に興味を持っている生徒5
名が参加しました。

参加者からは「貨物列車を下から見上げてその大きさを実感した」「車
両の下を見ることができ、すぐ近くで貨物の仕事を見ることができた」

「屋上から貨物ターミナル全体を見ることができてレアな体験ができた」
等の感想が寄せられました。関東支社では、次世代を担う子どもたちの
未来が明るくなるように、職場見学会等の取組みを続けてまいります。

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 4 地域の活性化
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当社社員による講義風景と、ラッピング機関車の提案例

EH500形電気機関車をバックに記念撮影

愛知淑徳大学ゼミと連携した「教育CSR」

鳥栖貨物ターミナル駅で子ども向け職場見学会

「大阪・関西万博」で貨物鉄道輸送をPR

東　海

九　州

関　西

2025年6月29日、鳥栖貨物ターミナル駅で地元の子
どもたちを対象とした職場見学会を開催しました。当日
は保護者含めて41名が参加し、盛大な見学会となりまし
た。イベントでは「機関車運転台の見学」「フォークリフト
のコンテナ積卸作業の見学」、JR貨物紹介動画「貨物鉄道
輸送ってなぁに？」の視聴等を行いました。
参加したお子さんたちは「機関車に初めて乗れて楽しか

った」「フォークリフトがこんなに大きいと思わなかった」
と終始興奮し、大変喜んでもらえました。気温が非常に高
く熱中症等の心配もありましたが、体調不良者もなく無事
終了でき、大変有意義な職場見学会になりました。今後も、
JR貨物の認知度向上だけでなく、当社の「未来の社員」と
なるかもしれないお子さんたちに貨物鉄道輸送に興味を
持っていただくべく、イベントを開催してまいります。

2025年8月、「2025年日本国際博覧会（大阪・関西万博）」
関西パビリオン多目的エリアにて行われた「とっとりフェス」に
鳥取県と共同で参加し、鳥取県と鉄道貨物輸送のPRを行いまし
た。「鳥取乗り物クイズ大会」等を実施して参加者には当社のノ
ベルティをプレゼントし、好評をいただいたほか、（公社）鉄道貨
物協会のマスコットキャラクター「エコレールマークちゃん」も
参加して多くの来場者で賑わいました。関西支社ではこれから
もこのような取組みを継続し、貨物鉄道輸送の認知度向上を図
ってまいります。

東海支社では地域の学校と連携し、現場見学や出張授
業などを通じて物流や環境問題等を学習する機会を提供
する「教育CSR」に取り組んでいます。2025年度は支社
として初めて、愛知淑徳大学メディアプロデュース専攻の
「地域や社会をより豊かで快適にするためのデザイン提案」
をコンセプトにしているゼミと連携しました。
当社からは、現場見学や講義で当社事業への理解を促

進したのち、学生に「環境問題等の社会的課題の解決に取
り組む当社をラッピング機関車というデザインで表現する」
との課題に取り組んでいただきました。今までになかった
機関車デザインの制作・提案を経て、当初の目的の達成に
加え、参加学生からは本取組みに対する好評をいただくこ
とができました。今後も様々な方法で教育CSRの取組み
を進めてまいります。

エコレールマークちゃんも活躍した大阪・関西万博
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JR貨物では、2014年の海外事業室の発足以来、海外調査
への参加・技術支援や、海外からの視察・研修への対応を実
施してきました。2021年9月には、海外における貨物鉄道
事業への参画を目指し、「バンコク駐在員事務所」を設立、複
数のタイ現地企業等との協力覚書を締結し、事業の実現可能
性について検討を重ねてきました。現在は、当社が鉄道事業
者から1列車を買い上げて物流事業者にご利用いただく「鉄
道プラットフォーマー事業」の迅速な実現に向けて活動して
います。また、当社が日本で貨物鉄道輸送事業を実施してき
た経験を活かし、将来的にはタイ周辺国のマレーシア、カン
ボジア、ラオスとの国際貨物の鉄道輸送を実現するため、各
国鉄道事業者等との協議も進めています。

また、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）の委託事業として、石油資源開発株式会社と
共同で「脱炭素化・エネルギー転換に資する我が国技術の国
際実証事業（ベトナム）」（2024年11月～2025年9月）を
実施しました。エネルギー需要が急増するベトナムにおいて、
石炭依存からの転換手段としてLNGの導入を「輸送・供給・
消費」の観点から検討するものです。当社は、日本でのLNG
鉄道コンテナ輸送やタイでの危険品輸送ルール策定の経験を
活かし、鉄道とトレーラーを組み合わせたLNGのマルチ・モ
ーダル輸送の実現可能性を調査しました。

その他、海外事業室では、外国の政府関係者や物流関係者
による当社施設の見学、研修や講演会での講義、タイ現地で
の貨物鉄道施設のアテンドなどを行っています。2025年5
月には、バンコクの国際展示場BITECで開催されたアジア最
大の鉄道イベント「Asia Pacific Rail 2025」に参加しまし
た。タイ国鉄総裁のスピーチで始まったこのイベントには、
アジアを中心に4250人が来場。当社は「貨物駅業務のデジ
タル化」「コンテナ輸送のイノベーション」をテーマに講演す
るとともに、展示ブースにて国内外での取り組みを紹介し、
約250人の鉄道関係者と交流しました。

JR貨物は、「社会課題解決型」の新規事業として、植物工
場事業に取り組んでいます。福井県大飯郡おおい町に日本山
村硝子株式会社との合弁会社「山村JR貨物きらベジステーシ
ョン株式会社」を設立し、2023年4月より高品質な野菜を
栽培する植物工場の操業を開始しています。当初は、葉野菜
の女王とも呼ばれるケールを中心に高機能野菜を生産してい
ましたが、最近はレタスや春菊などの汎用野菜の生産も始め
ています。植物工場事業は、気候変動や天候に左右されず野
菜を栽培できるため生産性も高く、地域の雇用創出にもつな
がることから、今後も食の安定供給、地域の活性化に貢献し
ていきます。

海外事業室の取組み

汎用野菜の安定供給にも挑戦

基本方針❺

基本方針❸

LED光で栽培した植物工場野菜

JR貨物グループが
社会に提供する4つの価値 4 地域の活性化

マレーシアのPadang Besar駅

タイ国鉄（SRT）副総裁との面談

ベトナムのDong Anh駅（LNGコンテナ荷役の様子）
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2006年に始まった「サステナブル・ブランド（SB）国際会議」はサス
テナビリティをテーマに世界10カ国で開催されており、日本で行われ
る高校生向けプログラム「SB Student Ambassador（SBSA）」では、
企業の取組みを学んだ高校生がSDGs達成に向けたアイデアを発表し
ます。当社はこの活動に協賛し、2024年は「物流の2024年問題」と
その解決策について、高校生に議論してもらいました。次代を担う世
代が、持続可能な社会に不可欠な物流に関心を持つきっかけとなれる
ような取組みも進めてまいります。

JR貨物グループが社会に提供する4つの価値　安心・安全な物流サービスJR貨物グループが社会に提供する4つの価値

地域のライフラインを支えています

SDGsを考える学生プログラムに協賛しています

地域の産業、農業への貢献

基本方針❷

JR貨物では、車扱（タンク貨車）による石油輸送を行っています。特
に、京浜・京葉・四日市地区の各製油所から群馬・長野県などの内陸部
の油槽所に向け、毎日、数多くの石油専用列車が運転されており、地域
の生活・産業を支える重要な役割を担っています。

国内内陸部は各製油所との距離が長く、また、一部危険品の通行制
限がある区間もあるため、タンクローリーだけではそのすべてを賄うこ
とができません。そこで、安全性が高く大量輸送が可能な貨物鉄道輸
送がその一翼を担っています。中でも関東地方内陸地域への輸送の大
半は鉄道輸送によるものです。

直近では、物流の2024年問題によってタンクローリーの乗務員が
不足し、輸送量に対する鉄道輸送の割合がより増加しています。北関
東圏内を主体に、京浜・京葉等の臨海部から直接タンクローリーで輸送
するのではなく、一度鉄道で内陸部の石油備蓄基地まで輸送するケー
スが増えています。

東日本大震災による東北線の不通時にも、通常は運転していない線
区を活用して関東から被災地へ石油を輸送し、ライフラインとしての
役割を果たしました。これからも、貨物鉄道輸送の特性を存分に発揮し、
ライフラインをしっかりと支え、地域社会・経済に貢献してまいります。

石油備蓄基地
（内陸部）

千葉

川崎横浜

福島県

栃木県群馬県長野県

仙台から

中京地区から
（備蓄タンク）

山梨県・東京都

製油所
（臨海部）

100km以上で
ローリーに優る競争力
（価格、労働力、交通事情等）

とくに安全面での
高い信頼性

地域のライフライン
として大きく貢献

内陸地域の石油輸送

注1：シェアは鉄道輸送量を
石油連盟の「都道府県別販
売実績」により割り算出
注2：鉄道輸送量は近隣県外
都市への販売量も含むため、
シェアが100%を超える場合
もある

長野県 ……166万kl
群馬県 ……178万kl
栃木県 ……184万kl
山梨県 ………45万kl

（参考）
福島県 ………83万kl
岩手県 ………41万kl

（85.2%）
（107.0%）
（98.7%）
（61.2%）

（41.9%）
（28.3%）

■鉄道の輸送量（シェア）（2024年度）

北海道地区で生産される多くの農産品を鉄道で全国各地に輸送しており、特に
道外に出荷されるタマネギ、馬鈴薯の約5割を貨物鉄道輸送が担っています。JR
貨物では、毎年8月から翌年4月にかけて、タマネギ生産量日本一を誇る北見市の
北見駅と北旭川駅を結ぶ貨物列車を1日1往復運転しています。積載している計
55個のコンテナ（275トンの貨物）の大半がタマネギであることから「タマネギ列
車」の愛称で親しまれています。

また、例年9月から10月にかけて約3～4週間、帯広貨物駅と埼玉県の熊谷貨
物ターミナル駅を結ぶ馬鈴薯の専用列車を1日1往復運行し、計100個のコンテ
ナ（500トンの貨物）を輸送しています。このように、貨物鉄道輸送は北海道の農
業を輸送面から下支えしており、北海道経済の活性化のみならず、安定的に生鮮
食料品を全国に供給するライフラインとして極めて重要な役割を果たしています。北海道北見市でのタマネギ積み込み風景

SBSAブロック大会会場における、JR貨物社員による説明の様子
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JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社（略称：JRFLS）
の前身である日本運輸倉庫株式会社は1949（昭和24）年に
運輸通信省鉄道総局の省営倉庫の民営化により発足し、JR
発足後はJR貨物のグループ会社として、仙台・関東・中部・
関西を拠点に倉庫営業を中心に成長してきた会社です。
これまでJR貨物は鉄道輸送、日本運輸倉庫は倉庫事業を
それぞれ個別に展開してきましたが、今後は連携を強化し、
国内唯一の貨物鉄道輸送と倉庫事業を基軸とした総合物流
企業を目指し、2025年4月に社名をJR貨物ロジ・ソリュー
ションズ株式会社に変更しました。JR貨物グループの一員
として、お客様のニーズに応じた最適な物流ソリューション
を提案し、日本の物流をより効率的で持続可能なものへと導
いてまいります。

当社の持つ倉庫荷役作業とトラック・鉄道利用運送の
ノウハウを生かして、営業活動を展開しています。例え
ば、本州内の貨物駅までの長距離集荷ではパートナー会
社からの輸送力提供を得て、トレーラーで一括集荷し、
駅構内の積替ステーションにおいて貨物を当社作業で鉄
道コンテナに積み替え、当日の列車に積載、北海道まで
を鉄道で輸送する提案をしたものです。この事例では、
鉄道とトラックのモーダルコンビネーションを実行した

だけでなく、鉄道輸送の長期運休時の前倒し輸送などの
対策をとることで全体物量を受託し、輸送のコントロー
ルも可能としています。
また、従来の倉庫事業をご利用のお客様からご依頼い

ただいた短距離輸送（100km前後）のトラック輸送や、
幹線系の内航海運ルートの利用運送など、多彩な輸送サ
ービスの提案を倉庫事業のお客さまにも提供しているほ
か、スポット的な倉庫需要にも対応しています。

総合物流の推進に向けたグループ会社の取組み

倉庫荷役業務とトラック・鉄道輸送のノウハウを生かした成案事例

エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク エコレールマーク

倉庫
（北海道）

飲料工場
山梨県
富士吉田市

札幌貨物
ターミナル駅

トラック配送
（日本フレートライナー）

貨物鉄道輸送
（JR貨物）

積替
（JRFLS）

（午前中集荷）

貨物
ターミナル駅

駅構内積替
ステーション

新座貨物ターミナル駅

本州内の工場から北海道内の倉庫までの物流全体をJRFLSで受託し、JR貨物グループでサービス提供

★トラック利用の運送 ★24パレットで集荷した飲料を12ftコンテナ4個に積み替え
★集荷当日に積み替え作業と列車積載（長期運休時の事前集荷・輸送も計画）

エコレールマークエコレールマーク

（113km）
14mトレーラーによる
一括集荷・配送 （ ）

（ ）

構内移送
ジェイアール貨物・
北関東ロジスティクス

■一気通貫による物流の成案事例（家庭用飲料水メーカー）

JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社がスタート

基本方針❷
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総合物流の推進に向けたグループ会社の取組み

JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社では、主な取り扱
い品目の違いによって拠点ごとに繁閑差が生じる時期が異な
ることに着目し、閑散期の拠点の社員が繁忙期の拠点に出張
し、現場作業の応援をしています。
例えば、主に紙を扱う東京都の隅田川支店第一営業所（以

下、隅田川）は9～12月が繁忙期で、製紙会社工場の定期修
繕が多い6～8月は閑散期となります。逆に、飲料を扱う大
阪府の関西支店百

く

済
だら

営業所（以下、百済）は飲料需要が拡大
する6～8月が繁忙期で、11～2月が閑散期です。このため、
互いに閑散期の拠点の社員が繁忙期の拠点に出張し、作業を

サポートします。こ
の取組みは、業務量
が増える時期におけ
る社員に対する過度
な業務負荷の抑制や、
地域をまたいだ社員
間の相互理解などに
も役立っています。

応援出張に携わった社員の声

40,000

30,000

20,000

10,000

0
2024年10月 11月 12月 2025年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

隅田川に応援
（9～12月）

隅田川：繁忙期
百　済：閑散期

隅田川：閑散期
百　済：繁忙期

百済に応援
（6～8月）

隅田川取扱量（トン）

百済取扱量（パレット）

■隅田川（東京都）・百済（大阪府）の業務量

また違った工夫をしていました。こうした他支店の
状況を見ることで、支店内だけでなく、JRFLSとい
う会社全体で仕事を捉えることが出来るようになっ
たと思います。東京への応援の後に、次は隅田川か
らも応援をいただくことができ、支店同士の連携が
とりやすくなったと感じます。

〈百済から隅田川に応援出張〉
隅田川に1カ月間、応援に行きました。顔を合わ

せることのなかった他支店の社員とつながりをもつ
ことができ、一緒に作業をすると交流も深まってい
くと実感しました。隅田川は倉庫の規模が大きく、
部署間の連携や作業応援の体制などの面で百済とは大谷 凌平

トの操作では安全配慮の面で普段とは違った注意が
必要でした。東京で借りていた宿舎は隅田川から遠
くて少し不便でしたが、1カ月と少しの間、東京での
仕事や生活は良い経験となりました。自職場に戻っ
て、いろいろなことに関して、注意深くするように心
がけようと思いました。

〈百済から隅田川に応援出張〉
同じ会社で同じ職種に従事しているとはいえ、私

が普段業務をしている百済と応援に行った隅田川と
では、人数も、取り扱う荷物の種類や量も違ってお
り、新鮮でした。紙を多く扱っている隅田川では、百
済とは異なるサイズのパレットが多く、フォークリフ青野 晋也

りました。声を掛け合って自主的に呑みに行き、お
互いの支店のこと、仕事以外のことなどを語り合い、
交流が深まりました。意義は大きかったと思います。
今後は決まった人だけが応援に行くのではなく、例
えば一定期間（できれば3カ月程度）で交換転勤制度
を設定してもよいと感じます。

〈百済で応援出張者を受け入れ〉
延べ5人の方が隅田川から応援に来てくださいま

した。初めて顔を合わせる方が多い上に、距離が離
れた、文化も違う他支店の社員同士ということで、不
安が皆無というわけではありませんでしたが、実際に
一緒に仕事をすると、やはり同僚という安心感があ奥本 元

気が良く、コミュニケーションがしっかりと取れてい
る印象です。神戸と吹田の倉庫も見せてもらい、勉
強になりました。応援に行く目線で感じたこと、得
たものが多くありましたので、今後、応援で来てくれ
る方を気持ちよく受け入れ、作業しやすい環境を作
りたいと思います。

〈隅田川から百済に応援出張〉
2025年3月に隅田川に応援に来ていただいて非

常に助かりましたので、機会があれば他の現場に恩
返ししたいと思っていました。隅田川は紙を扱って
いますが、百済は飲料が主力で全てパレット積のた
め、扱いやすく効率が良いと感じます。百済は雰囲米須 優

がたくさんありました。隅田川の支店長から指導を
いただくときの「効率を意識して仕事しよう」という
言葉への理解が深まったように感じます。数々のア
ドバイスのおかげでリフト操作の技術も向上できた
と思います。スキルを磨き、上達して自信がついた
時にもう一度、応援に行きたいです。

〈隅田川から百済に応援出張〉
雰囲気の良い百済で、ベテランの方について作業

を教わりながら仕事をしました。ある時、ある程度広
い空スペースにどのような手順でパレット積の荷物
を置いていくとよいかと聞かれ、答えを返すと、自分
が気づかない点も含めアドバイスをいただき、学び中川 瑞穂

繁忙期の違いを活用した、拠点間サポート
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貨物鉄道輸送の最前線から見通す
「静かに支える格好よさ」の未来
2025年10月、鉄道に造詣の深いモデルの市川紗椰
さんを東京貨物ターミナル駅にお招きし、JR貨物グ
ループが取組んでいる各種施策の代表的な施設をご
覧いただきました。モーダルコンビネーションの推進
で中核的な役割を担う「東京レールゲート」や、安全
教育の最前線である中央研修センターなどを見学い
ただきながら、貨物鉄道輸送の現在をご説明し、目指
すべき姿について意見を交換しました。

犬飼  市川さんは鉄道に詳しく、テレビ番組のロケなどで弊
社の貨物駅もご覧になっておられます。いつから鉄道に興味
をお持ちになったのでしょうか。
市川  米国に住んでいた子どものときからずっと好きで、貨
物列車も普通に格好いいと思っていました。日本の貨物列車
はカラフルで、スケール感がありますし、学生のころは、長い
編成の列車が駅のホームを通過していく感じが好きでした。
コンテナを見て「何が載っているのだろう」と想像するのも楽
しかったです。早朝や深夜などに輸送をして、知らない間に
私たちの生活を支えているのは、やはり格好いいですよね。
犬飼  物が届いて店頭に並んだり、ご自宅に届いたりするのは、

「あって当たり前」の世界です。その当たり前の陰には、モノ
を作っている人がいて、それを運んでいる人がいます。貨物
鉄道による輸送は目立つ存在ではありませんが、必要な社会
インフラとしての使命を果たすべく、暑い日も寒い日も、昼
夜を問わずグループ会社の社員たちが汗を流しています。そ
ういうところに目を向けて「格好いい」と表現していただける
のは、貨物鉄道輸送に携わる者としてうれしいです。
市川  「支える格好よさ」とでも言いましょうか。「見てくださ
い」と派手にアピールする感じではなく、陰で静かに、人々の
生活を支えていますよね。
犬飼  今日はこれから東京貨物ターミナル駅と、隣接する大
井機関区のエリアにある施設をご案内しながら、JR貨物グル
ープが取り組んでいる施策についてご説明させてください。

日本貨物鉄道株式会社
代表取締役社長兼社長執行役員犬飼 新市川 紗椰氏モデル

ステークホルダー対談

市川 紗椰（いちかわ さや）氏
アメリカ・デトロイト育ち。16歳の時にスカウトされ雑誌の専属モデル
としてデビュー。以来、数多くのファッション誌で活躍。趣味は音楽、読
書、アニメ鑑賞、鉄道、アート、相撲、食べ歩きなど多岐にわたる。現在 
J-WAVE「MIDDAY LOUNGE」（毎週火曜日 13:30〜16:30）「THE 
NICHE WORKBOOK -ニッチな学習帳-」のナビゲーターを務めている
ほか、NHK FM「×（かける）クラシック」（毎週日曜 14:00〜15:50）で
はMCとして活躍している。集英社週刊プレイボーイではコラム「市川紗
椰のライクの森」、ハースト婦人画報社ELLE Japon「市川紗椰のレトロ
スペクティヴの最前線」、集英社BAILAでは「市川紗椰の週末アートのト
ビラ」の連載を持つ。
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Scene：駅屋上から「東京レールゲート」等を見学

環境への配慮で見直される貨物鉄道輸送
「総合物流へチャレンジします」（犬飼）
 
犬飼  東京貨物ターミナル駅は、国内でトップの取扱い量を

誇る貨物駅で、貨物鉄道輸送の拠点です。
市川  羽田空港や大井ふ頭に近く、東京都心や横浜方面への

アクセスもいい場所にあることが分かります。日本中に張り
巡らせた物流動脈の心臓部みたいで、「ここから日本を動か
している」という躍動感にわくわくします。今、貨物鉄道輸
送は、トラックドライバーの担い手不足などの社会課題への
対応で、その役割が見直されていますね。
犬飼  はい。貨物鉄道をお使いいただく企業が増えています。

従来は日本企業が中心でしたが、近年、欧米に本拠を置く外
資系のグローバル企業のご利用が活発になっています。
市川  外資系のグローバル企業ですか。それは、環境への配

慮が理由でしょうか。
犬飼  鉄道は、輸送単位当たりのCO2排出量が営業用トラッ

クの約11分の1で、環境負荷が最も少ない輸送モードの一
つです。日本企業もそうですが、外資系企業は、環境問題に
とても敏感です。皆さんがよく利用されているEC（電子商取
引）企業も、物流の一部に鉄道を組み込んでいます。
市川  貨物鉄道と言えば、かさばるものや重いものを運んで

いる印象があります。環境への意識の高まりを受けて、「この
ような荷物も運ぶようになった」という品目はありますか。
犬飼  代表的な品目としては医薬品が挙げられます。グロー

バル医薬品メーカーの日本法人のトップが、「極力、鉄道を使
うように」との方針を示したそうです。輸送中の厳しい品質
管理基準に対応するために厳密な温度管理ができるコンテナ
を導入したり、万が一に備えた保険などを整えたりして、ご
利用いただいています。
市川  構内をよく見ると、おなじみのアズキ色のコンテナに加

え、大型のコンテナがたくさんありますね。
犬飼  31ftコンテナですね。10tトラックとほぼ同じ容積の

コンテナですので、トラック輸送からの転換（モーダルシフト）
がしやすいという利点があります。国からの導入経費補助も
あり、最近ご利用が増えてきています。
市川  私たちもよく知る企業のロゴの入った大型コンテナも

多いですね。貨物鉄道による輸送を選択する企業が増えるた
めには、いかに早く、少ない労力で効率的に運ぶことができ
るかという利便性も求められると思います。
犬飼  鉄道は中長距離の輸送が得意で、一度に大量の荷物を

運べます。一方、トラックは小回りが利きます。こうした輸
送モードごとの長所を組み合わせ、役割分担をして荷物を運
ぶ。これをJR貨物グループでは、「モーダルコンビネーショ
ン」と呼んでいます。このコンビネーションを円滑にするた
めには、モード間の結節点である物流施設で、どれだけ効率
的で付加価値の高いサービスを提供できるかがカギとなりま
す。貨物駅の構内や駅に近い立地に、複数の企業が利用でき
るマルチテナント型の物流施設を作ることによって、貨物駅
の結節点機能を高めようとしています。

市川  その象徴的な施設が、目の前にある物流施設の「レール
ゲート」というわけですね。
犬飼  東京貨物ターミナル駅に隣接した「東京レールゲート」
は、2020年竣工のWESTと2022年竣工のEASTの2施設
があり、16社様にご利用いただいています。この施設までト
ラックが運んできた荷物を鉄道に載せ替えられますし、大井
ふ頭に近いので、鉄道で運んできた荷物をトラックで港や空
港に運んでいただくこともできます。
市川  レールゲートは札幌でも見学したことがあります。こ
れからも全国に展開していくのでしょうか。
犬飼  はい。2025年9月には千葉でオープンしました。今後、
仙台、名古屋、大阪、福岡などにも建設予定です。また、効率
的な物流の提案を担うグループ会社として、2025年4月に、
JR貨物ロジ・ソリューションズ（株）を設立しました。鉄道
で運ぶだけではなくて、物流施設の倉庫機能であったり、ト
ラックや船舶、航空なども活用したモーダルコンビネーショ
ンによる「総合物流」のソリューションを提案していきます。
市川  まさに、御社のブランドメッセージである「Challenge 
and Change」を象徴するような変化ですね。
犬飼  いわゆる「元請け」として、お客様の物流をトータルで
コーディネートし最適解を提供しますので、時には鉄道をま
ったく使わない提案をすることもあり得ます。また、日ごろ
から様々な輸送モードを活用することで、災害等で鉄道が止
まってしまった場合にも他のモードでの代替輸送がしやすく
なるというメリットもあります。
市川  最近は自然災害が多発しています。
犬飼  自然はコントロールできないので仕方ありませんが、ま
ずはその被害を最小限にとどめるべく、在来線の「予防保全」
を関係機関にお願いしています。それでも線路の寸断が避け
られないこともありますので、その時は、トラックはもとより、
2024年に就航させた「扇望丸」という船舶も最大限活用し、
お客様の物流を止めないようBCP対策を施しています。
 
Scene：中央研修センター見学

異常時の対処をシミュレーターで体験
「冷静で着実な対応には欠かせない訓練ですね」（市川）

市川  高い利便性や効率的な物流を提供する上では、安全性
の確保が欠かせません。

日本貨物鉄道株式会社
代表取締役社長兼社長執行役員
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犬飼  ご指摘の通りです。安全な輸送サービスの提供はすべ
ての基本です。JR貨物グループでは、「安全は人命を守るこ
と」と定義し、常に人命が第一である旨を全員で共有しなが
ら、ハードとソフトの両面で安全確保に取り組んでいます。
安全教育の関連施設が集約された中央研修センターをご案内
します。
市川  運転士の方々がシミュレーターで訓練をしておられま
すね。長い編成の列車を1人の運転士で運転しているのです
から、運転士の方々は、安全に対する高い意識が必要だと想
像できます。
犬飼  運転士は、知識、技能、異常時対応能力の維持向上を
図るため定期的に訓練をしています。全国の各支社に、その
地区の代表的な機関車形式に合わせた異常時対応訓練シミ
ュレーターを導入してフォロー教育などで繰り返し教育や訓
練を行っています。

市川  実際に走行する沿線の様子がモニターに映し出される
のですね。積んでいる荷物の重さによってブレーキの効き方
も違うのですか。
犬飼  積載物の重さによって、車輪の転がり方も、ブレーキの
効きも変わります。勾配の程度でもブレーキの効きに違いが
出ます。また、雨や雪などの自然環境も再現し、状況に合わ
せてブレーキの効きも変わります。
市川  北海道を訪れたとき、線路の近くに鹿がたくさんいる
のを目にしました。動物が線路に立ち入るようなことも起こ
り得ますね。
犬飼  ホームから人が転落する、踏切で自動車が立ち往生す
る、といった状況もあり得ます。鉄道はレールの上を走りま
す。だから安全だという考え方もありますが、進行方向に障
害物があっても、自動車のように進路を変えて避けることが
できません。
　異常時の対応で大切なのは、法令で定められた手順どおり
に対処することです。天候などコンディションの変化や、異
常事態をあらかじめシミュレーターで体験することで、いざ
というときに対処できるように訓練をしています。
市川  誰もが遭遇する事態ではないからこそ、訓練の体験が
冷静な対処をする上で役立ちますね。ところで、安全は運転
だけで守れるものではなく、車両の整備や線路の保全などを
含めた全社的な取組みが求められるのではないでしょうか。

犬飼  当社では2024年、車輪に軸を入れる作業でデータ改
ざんの不正が発覚し、「輸送の安全に関する事業改善命令」を
受けました。安全についての意識を改めて徹底しているとこ
ろです。
市川  冒頭で貨物列車にはスケール感があって格好いいと申
し上げましたが、先ほど、分解した車両連結部や、台車とコ
ンテナの連結装置を見せていただいて、「こんなに小さなパー
ツがすごく重いものを支えていて、大事な働きをしているん
だ」と驚きました。それぞれの部品が、理にかなった構造で
作られ、あるべき状態で機能しているからこそ、日々のメン
テナンスは大切だと改めて感じました。
犬飼  安全にも、安全教育にも終わりはありません。本当に
繰り返し、繰り返し、教育をしています。
 
Scene：コンテナホーム見学

デジタルとAI活用による効率化と安全性の担保
「意識の限界を、デジタル技術で
  補える部分があるはず」（市川）

市川  安全性を高める上では、AI活用を含むデジタル化を進
めることも有効なのではないでしょうか。安全に対する意識
をどれだけ高めても、ヒューマンエラーは起こり得ると思いま
すので、そこをデジタル技術でカバーするという方向性です。
犬飼  はい。「ヒューマンエラーは、ゼロを目指すけれども、
起こり得る」との前提で、ハード面でそのエラーをカバーする
必要があります。さまざまな業務において、デジタルも活用
した安全性確保のシステム導入を進めています。
　例えば、ブレーキを解除せずに機関車を発車すると、車輪
がロックされた状態で走ることになり、脱線が起こりかねま
せん。そこで、人による確認をバックアップする仕組みとし
て、ブレーキの状態を電波で飛ばし、駅で確認できる「手ブレ
ーキ検知システム」を導入しています。コンテナも、施錠が
完全でないまま走行すると扉が開いて危険ですので、人の目
による施錠確認に加えて、画像認識の技術で施錠の状態を確
認する仕組みを開発中です。　
市川  2021年に広島県で起きた脱線事故は、コンテナに荷
物が偏って積まれていて、バランスを崩したことが原因だと
聞きました。あの事故を教訓とした安全対策は進んでいま
すか。

担当社員付き添いのもと、市川さんに異常時対応訓練シミュレーターを
体験いただきました
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犬飼  コンテナの中身は外からは見えませんので、トラック
に載せたまま積み荷の偏りを測定するトラックスケールや、
貨車が通るときに偏りを調べる輪重測定装置の設置を進め
るなど、事故原因となり得るものを極力排除しようとしてい
ます。
市川  安全面だけでなく、デジタル活用によって、業務の効
率化や利便性の向上が図られる領域は多いのではないでし
ょうか。
犬飼  効率化の面では、フォークリフトを使ったコンテナの積

み込み作業にデジタル技術を導入しています。以前はフォー
クリフトのオペレーターが、コンテナに差された「荷票」とよ
ばれる紙を見て積載する列車や着駅を確認し、積み込みをし
ていました。現在採用している「IT-FRENS&TRACEシステ
ム」では、目の前のコンテナをどこのホームのどの列車に載
せるのかが、フォークリフトの運転席にあるモニターに表示
されます。より迅速で着実な積み込みが可能となりました。
　事務作業の効率化はもとより、データをもとにAIも活用し
て最適な機関車運用や人員配置をするシステムなども開発中
です。

Scene：駅長室　見学の感想・総括

ダイバーシティ推進の留意点
「適材適所で働きやすい職場環境を目指します」（犬飼）
 
市川  施設の見学中に、フォークリフトのオペレーターの方や

コンテナの点検を担当している方とお話しさせていただきま
したが、お二人とも女性でした。
犬飼  この10年くらい、女性の採用が増えています。プラン

ナー職（総合職）では新卒採用者のおよそ3分の1が女性です。
職種も多様で、運転士や車両のメンテナンス作業に従事する
者など、現場でも女性が活躍しています。長らく貨物鉄道輸
送は男性中心の職場でしたが、デジタル化や機械化も進めな
がら、より多くの現場で女性社員にも活躍してもらいたいと

考えています。
市川  女性の活躍の場がもっと広がってほしいと思いますが、
同時に、人材の配置が適材適所であるかどうか、つまり、その
役割にふさわしい人が役職に就いているかどうかは大切です。
女性の採用数だけを追い求めたり、女性を管理職に登用する
だけではなくて、意見が言いやすかったりとか、ライフステー
ジに応じた休暇といった制度も含めて、働きやすい環境を整
えていただきたいと思います。
犬飼  ダイバーシティ推進の一環として、2023年から、女性
の取締役が全国の現場を回って、女性社員と対話をし、より
働きやすい環境を作っていく「女性活躍推進キャラバン」を
実施してきました。こうした取組みをより積極的に推進する
ため、2025年6月、人事部内に「制度・DE&I推進グループ※」
を立ち上げて活動を始めています。
※DE&I＝Diversity（多様性）、Equity（公平性）、Inclusion（包摂性）の略

市川  今日はいろいろと興味深い施設を見せていただき、あ
りがとうございました。貨物鉄道による輸送への理解が深ま
りました。
犬飼  こちらこそ本日は貴重なお時間と、広く物事を見てお
られる方ならではのご指摘を数多くいただき、感謝しており
ます。どうもありがとうございました。
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社員の働きがいの実現

DE&Iとは
多様性を指す「ダイバーシティ」、公平性を指す「エクイティ」、そして包摂性を指す「インクルージョン」という3つの

キーワードの頭文字をとった略称。多様性にあふれる一人ひとりが、その個性を尊重し合い、個々のニーズに応じた配
慮や支援を受けられる公平な環境の下、その人が持つ力を最大限に発揮して活躍している状態と当社では定義しています。

社員が安心して生き生き伸び伸びと力いっぱい働くことが
でき、働きがいや自らの成長を実感できる職場風土を目指し
て、2019年4月より導入した人事制度について、6年が経
過し対処すべき課題も見えてきたことから、2025年7月に
修正をしました。

まず、等級制度を見直し、社員の昇職意識の向上を図って
います。課題として見えていた上位等級までの期間の長さに
対応するため、この期間を短縮し、等級基準に定義される役
割を発揮している社員が速やかに昇格できるようにしたもの

会社がこの先も発展を続けていくためには、優秀な人材・
多様な人材の確保は欠かせません。これまで業務創造推進活
動の一つのグループである「ダイバーシティワーキンググル
ープ」が社内でのDE＆I（ダイバーシティ・エクイティ＆イン
クルージョン）を推進してきましたが、さまざまな視点から事
業を捉え、新しいアイデアやイノベーションを誕生させ、JR
貨物グループのブランドメッセージである「Challenge and 
Change　挑戦、そして変革」を実現するため、2025年7月
から人事部内に「制度・DE＆I推進グループ」を立ち上げま
した。

です。
次に、社員の定年年齢を現在の60歳から段階的に引き上

げ、2033年度に65歳とします。高年齢者雇用安定法の改
正により、65歳までの雇用義務が企業に課せられている中で、
65歳定年の法制化が予測されているほか、2025年度からは
高年齢雇用継続給付金の給付額が縮小するなど、61歳以降
の社員の生活保障を図る必要があります。61歳以降の働き
方を含めたキャリアパスを明確に描けるようにし、社員が長
く働き続ける意欲を高めることを目的とした措置です。

今後はダイバーシティワーキンググループと制度・DE＆I
推進グループが中心となり、女性活躍推進や、障がい者の雇
用、定着支援をはじめ、DE＆Iを推進するための取組みを一
層推進していきます。

働き方の多様化や労働環境の変化への対応が求められてい
ます。引き続きDE＆Iを推進し、 社員一人ひとりがそれぞれ
の環境で最大限のパフォーマンスを発揮できる仕組みづくり
に取り組みます。

社員の働きがいの実現

人事部内にDE＆Iの取組みを推進する部署を設立

働きやすさの充実・満足感が得られる仕組みの構築
～ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョンの推進～ 基本方針❹

Inclusion
包摂性

社員の個性を尊重し、互いの
違いを活かせる組織風土を醸
成する

I

Equity
公平性

公平な機会の下、社員が能力
を存分に発揮できるよう、個々
の状況に応じた適切な配慮・
支援を行う

E

Diversity
多様性

多種多様な属性（性別、年齢、
障がいの有無など）・個性・価
値観・経験をもつ社員が活躍
する組織を作る

D

44 JR貨物グループレポート2025 ＊中期経営計画の5つの基本方針に関連する内容には、見出し脇に基本方針の番号マークを付けています

社員の働きがいの実現

社員が能力を十分に発揮し、仕事と生活の調和を図り、働
きやすい環境を整備していくため、次世代育成支援対策推進
法に基づく一般事業主行動計画において、「妊娠・子育て中
の社員が安心して、育児と仕事の両立がしやすい環境・制度
を充実させること」と「ワークライフバランス向上のための制
度拡充・環境整備を行い、社員それぞれが働きやすい会社を
目指すこと」を目標に掲げております。　　

この目標達成のため、2024年7月から導入したフレック
スタイム制度のほか、社員が育児と仕事を両立できるように
育児支援制度の充実を図り、仕事とプライベートを共に充実
させることができる環境を構築していきます。育児と仕事の
両立支援に向けては、育児短時間勤務や育児休職の取得を促
進し、出産や育児による離職を防ぐとともに、多様な働き方
を促進します。

育児短時間勤務制度や育児休職制度の利用者は増えてお
り、育児休職制度は、2024年度の女性社員取得率が100％、
男性社員取得率が49.6％で制度利用者（男女合計）のうち、
半数以上が男性社員でした。男性の育児休職取得日数は、数
日から半年以上とさまざまですが、3カ月以上の期間で利用
する社員が増えてきており、ワークライフバランスを重視す
る傾向にあります。

こうした制度は法令に合わせて順次改正しており、2025
年4月及び10月施行の育児・介護休業法改正では、法で求
められる措置を実施するとともに、育児短時間勤務適用の対
象となる子どもの年齢を法定の小学生3年生までから、小学
校6年生修了までに引き上げるなど法改正以上の措置を実施
しております。

育児支援制度の拡充に向けた取り組み

次世代育成に関する一般事業主行動計画  計画期間：2025年4月1日～2030年3月31日の5年間

次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画について、社員がその能力を十分に発揮し 、仕事と生活の調和を図り、
働きやすい環境を整備するため、下記の通りとしました。

【2025年度～2030年度に実施する取り組み】
● 育児休職取得者が安心して子育てが行えるように、キャリア制度の充実及び支援における制度の教育・周知を実施します。
● 男性社員が積極的に育児に参加できるように、育児休職制度を充実させ男性育児休職等取得率を向上させます。
● 社員が育児と仕事を両立できるように、法令を上回る育児支援制度を作ります。

【2025年度～2030年度に実施する取り組み】
● フレックスタイム制度の拡充等、仕事とプライベートを共に充実させることができる環境を作ります。
● 多様なバックグラウンドをもつ社員が活躍できる制度を策定し、一人でも多くの社員が働きやすい環境を作ります。

目標1

目標2

妊娠・子育て中の社員が安心して、育児と仕事の両立がしやすい環境・制度を充実させます。
数値目標：男性育児休職等取得率50％以上

ワークライフバランス向上のための制度拡充・環境整備を行い、社員それぞれが働きやすい会社を目指します。
フルタイムの労働者の法定時間外・法定休日労働時間の平均30時間未満

■男性の育休取得数と取得期間の推移

90人

30人

0人

～1カ月 ～3カ月 4～6カ月 6カ月以上

60人

2024年

41

18

11

8

38

23

9
5

17

10

53

4

2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

1

33

34

27

11

10

■女性社員数と女性社員比率の推移

600人

300人

0人

8.0%

4.0%

0%
2019年 2020年 2021年

女性社員数 女性比率

358人 387人
428人

5.62% 5.87%
6.42%

2022年 2025年2024年2023年

449人 452人

6.65% 6.74%
7.14%6.98%

461人 468人

※契約社員、臨時社員等を含んだ社員数
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2025年度は、2024年度から教育の個別最適化と社員エ
ンゲージメントの向上を目的として実施した「選抜型研修」
を継続するとともに、2024年度に発生した輪軸不正事象を
踏まえ、コンプライアンス教育の強化を図るほか、多様性を
尊重し、公正かつ包括的に扱われる企業風土の醸成を目指し、
全社員を対象としたDE＆Iの基礎教育を実施しています。

選抜型研修について具体的には、物流業界が抱える課題の
把握とともに、物流GX・DXをはじめとする外部環境の変化

経営基盤の強化、エンゲージメント向上の実現に向けた研修の策定

熱中症対策セミナー

JR貨物グループにおける健康経営の取り組み

「JR貨物グループ 中期経営計画2026」における重点戦略「人的投資と働きがい創出」を教育計画の基本方針とし、目まぐる
しく変化する時代に対応できるよう、社員一人ひとりが成長できる環境を整備します。教育を通じて働きがいを引き出すことで、
従業員エンゲージメントの向上を図るとともに、社員と会社のトータル・パフォーマンスの最大化を目指します。また、教育規程
に掲げる「目指すべき社員像」を目標に掲げ、継続的な教育機会の提供を通じて、社員一人ひとりの能力開発と人材育成の取組
みを行っています。

JR貨物グループでは、健康経営に取り組んでいます。グループに関わるす
べての方の健康を願い、健康経営をより一層推進すべく、2025年3月に「JR
貨物グループ健康経営宣言」を策定しました。

2025年8月には、現業機関で働く社員および関連企業の皆様が正しい知
識を身につけ、熱中症による労働災害を1件でも減らすことを目的として、
隅田川駅で熱中症対策セミナーを開催しました。約100名が参加し、熱中症
に関する基礎知識や予防策について理解を深めることで、健康意識の向上を
図りました。

社員と家族の健康＝鉄道×物流のミライ

●社員の健康増進を通じて、安全で高品質な物流サービスを支え、企業の持続的な発展に貢献する。 
●社員一人ひとりが心身ともに健康で、働きやすい職場環境のもと、いきいきと活躍できる企業風土をつくる。

に柔軟に対応し、「鉄道を基軸とした総合物流事業の将来像」
を描ける人材の育成を目的とした「物流人材育成研修」の開
催、自職場における課題を発見し、イノベーションを起こす
ことができるボトムアップ型人材の育成を目指す「現場力向
上研修」、さらに「やりがい」をテーマに、JR貨物内の多様な
キャリアパスの事例を紹介し、受講者が自身の今後の選択肢
を考える契機とする「キャリアプランニング研修」も実施して
います。

健康宣言
JR貨物グループは、鉄道を基軸とした総合物流企業グループへの進化を目指し、「物流
生産性の向上」「安全・安心な物流サービス」「グリーン社会の実現」「地域の活性化」の
4つの価値を社会に提供し、社会課題解決に貢献し続けることを使命としています。

その実現のためには、社員一人ひとりが働きがいを持ち、いきいきと活躍できる環境が
不可欠であり、社員とその家族の健康づくりは最も重要な基盤であると考えます。

全国のグループ社員の力を結集し、安全を基盤とした物流のプロとして“なくてはなら
ない存在”へと進化するため、社員の心と身体の健康づくりに積極的に取り組みます。

代表取締役社長兼社長執行役員　犬飼 新

人材育成の取組み 基本方針❹

健康経営スローガン

健康経営の目的
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熱中症対策セミナー

「特大甲種輸送検修」での講義（机上教育） 「輪軸研修」での超音波探傷検査実習

社員の働きがいの実現

2025年度教育計画における重点実施項目
1.  安全の確立に向けた教育の実施
2.  経営課題解決の推進に必要となる人材の育成
3.  従業員エンゲージメントの向上、働きがいの創出に向けた教育の実施
4.  職能別教育の強化による確実な技術継承
5.  JR貨物グループ各社との連携強化、教育機会の提供
6.  DE&Iの推進に向けた教育の実施
7.  IT技術を活用した教育の実施
8. 不正撲滅に向けた体系的・計画的なコンプライアンス教育の実施

▶DE＆Iとは何かを知る「DE＆I研修」

▶鉄道車両のメンテナンスに関わる研修～「知識の習得」と「技能の継承」

当社のブランドメッセージである「Challenge and Change
挑戦、そして変革」を実現する主体は社員であり、その実現に
はDE&Iの推進は不可欠です。DE&Iの推進に当たり、まずは
基礎を学び理解を深めることを目的としてDE＆I研修を開催
しました。対面とオンラインでハイブリッド開催とするとと
もに、アーカイブ配信やeラーニングを実施することで、多く
の社員の聴講が実現しました。

車両検修部門（鉄道車両の検査・修繕等）に関わる技術・技
能の維持・向上を図り、現業機関の実務に即した教育を行っ
ていくため、実習設備を備えた研修施設の設置及び運営組織
として、2003年11月に中央研修センター内に「車両検修教
育グループ」を設置しました。研修施設（車両技術研修棟）は
2005年3月に竣工、同年6月より第1回新規採用者研修を
開始しました。

現在は新規採用社員研修（前期・後期）の他に、車両電気や
輪軸など装置別にテーマを設けた研修、非破壊検査や特大・
甲種輸送担当者など職場の技術指導者向けの研修、職場管理
者向けの規程体系や事業場の適用法令の理解促進と事故防
止などを目的とした検修助役研修を開催しています。検修業
務の委託会社社員に対し規程や知識、委託業務体系の理解や

労働災害防止を目的とする研修も取り入れています。また、
検査記録や資材管理のOA化により車両管理システムや車両
修繕費管理システムが運用されており、これらのシステムに
関する使用方法などの研修も開催しています。

JR採用の社員が8割を占め、委託会社もプロパー社員へ
交代しつつある現在、車両検修の知識習得と技術継承の推
進とともに、昨年度発生した輪軸不正事象の対応として、
2025年度から輪軸組み立て作業を含む輪軸検修に関わる規
程類の習得に特化した「規程の研修（輪軸編）」を開催したほ
か、「OJT教育担当者研修」の開催を始めとした現業機関で
の教育体制の整備に主管部（車両部）とともに取り組んでい
ます。

〈研修プログラム〉
■社長メッセージ
■「DE＆I」特別講義
   ● DE＆I経営の意義と重要性
   ● アンコンシャス・バイアス～無意識の偏見・思い込み
     の影響を知る～
   ● DE＆Iを実現するために必要なこと
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コーポレート・ガバナンス体制／内部統制の充実

取締役会規則に基づき、取締役会を原則月1回及び必要に
応じて随時開催しており、取締役会長が招集し議長となって
います。取締役会では、業務執行に関する重要事項などを決
議するとともに経営上重要な事項について報告あるいは協議
を行っています。定款により取締役は25名以内、任期は選
任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する
定時株主総会終結の時までとしており、決議は議決に加わる
ことができる取締役の過半数が出席し、その過半数をもって

行っています。監査役については4名以内、任期は選任後4
年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会終結の時までとしており、監査役は取締役会その他重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じ説明を受けています。
また社外取締役及び社外監査役を選任し、独立した立場から
取締役の業務執行の監督を行うとともに、その専門的な知見
を当社の経営に反映させています。

内部統制に関する基本方針を定め、「法令遵守が企業の社
会的責任の基本であること」及び「当社事業の基盤は安全の
確保にあること」の基本認識に立ち、経営の適法性と透明性

を高め、当社及びグループの健全な発展のために経営の意思
決定、業務の執行及びリスク管理などについて、以下の各体
制を整備しています。

価値創造を支えるガバナンス

適正な事業運営の土台として、適法かつ透明性・効率性の高い経営と法令遵守の徹底を図っています。

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制

取締役の職務の執行に関する情報の保存・管理に関する体制

損失の危険に関する規程その他の体制

取締役の職務の執行が効率的に行われる体制

企業集団の業務の適正を確保するための体制

監査役がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合、その使
用人に関する事項、その使用人の独立性に関する事項及びその使用
人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社及び子会社の取締役等及び使用人又はこれらの者から報告を
受けた者が監査役に報告をするための体制並びに報告したことを
理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1

2

3

4

5

6

7

8

コーポレート・ガバナンス

株主総会

グループ会社

監査役（監査役会）
常勤２名・非常勤１名（うち２名社外）

取締役の職務執行の監査／会社業務・財産の調査

選任・解任

選
任
・
解
任

業
務
監
査

会
計
監
査

グ
ル
ー
プ
監
査

連携連携
連携指示

報告

報告選定・解職・監督

円滑な業務遂行のため連携・協力

会計監査報告指示報告指示

報告指示

監査

内
部
監
査

選任・解任

会計監査人
有限責任 あずさ監査法人
期中及び期末監査

監査部
業務執行全般の監査代表取締役

取締役会 取締役11名（うち3名社外）
重要な業務執行の決定／業務執行の監督

経営会議（役員等で構成）
経営上の重要事項等の審議

本社各部室・支社・現業機関グループ社長会議
連結経営等重要事項の共有

■コーポレート・ガバナンス概念図 ※着色部分はJR貨物単体　2025年6月18日現在

基本方針❹
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価値創造を支えるガバナンス

監査役

森山 茂樹

遠藤 雅彦

渡辺 一

常勤監査役	（社外）

常勤監査役

監査役	 （非常勤・社外）

氏名 役職 ESG
担当分担

執行役員

氏名 役職

中川 哲朗

麦谷 泰秀

亀山 直人

高澤 弘人

高橋 真悟

執行役員	 （鉄道ロジスティクス本部技術統括部長、	 	技術統括部コンテナ部長）

執行役員	 （鉄道ロジスティクス本部営業部長）

執行役員	 （東北支社長）

執行役員	 （鉄道ロジスティクス本部副本部長、	 	運輸部長）

執行役員	 （事業開発本部開発部長）

G

G

G

■役員紹介（2025年6月18日現在）

取締役

真貝 康一

犬飼 新

樫谷 隆夫

矢ケ崎 紀子

中島 好美

篠部 武嗣

小暮 一寿

土井 広治

今橋 一樹

高橋 秀仁

但野 新二

代表取締役会長兼会長執行役員

代表取締役社長兼社長執行役員

取締役	 （非常勤・社外）

取締役	 （非常勤・社外）

取締役	 （非常勤・社外）

取締役兼常務執行役員（関東支社長）

取締役兼常務執行役員（関西支社長）

取締役兼常務執行役員（鉄道ロジスティクス本部長）

取締役兼執行役員	 （事業開発本部長）

取締役兼執行役員	 （経営統括本部長）

取締役兼執行役員	 （安全統括本部長）

氏名 役職 ESG
担当分担

E S G

E S G

G

G

G

E S

S

S

S

G

S

E

E

E

撮影用に特別な安全対策を施した上で、保護具を着用せずに撮影をしています
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美
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グループ会社監査 JR貨物グループ監査役連絡会

業務に関する監査（設計監査）

シェアードサービスの執務室

監査部では、不正リスク等の未然防止と事業の継続性担保
という監査の役割を常に意識しながら、「内部統制が充分に
機能しているか」「法令・規程類を遵守しているか」等の観点
から、各種施策を実施しています。
主な取組みとして、JR貨物の業務に関する監査のほか、従
前、連結子会社を対象としたグループ会社監査を臨海鉄道会
社にも対象を拡大して実施するとともに、「JR貨物グループ
監査役連絡会」を開催しています。
グループ会社監査では、内部統制が有効に機能しているか
を確認し、会計帳簿類、証憑類の妥当性、適法性を監査すると
ともに、連結子会社には過去の監査時の提案・指摘事項につい
て改善がなされているかのフォローアップを定期的に行ってい
ます。なお、監査結果は、当社の代表取締役、常勤監査役、セ
グメント別担当部室並びに当該会社へ派遣されている非常勤
取締役及び非常勤監査役に対してフィードバックしています。
「JR貨物グループ監査役連絡会」では、グループ各社の監
査役間の幅広い意見交換・情報共有を通じて、各監査役の監
査活動の充実・監査スキルの向上を図っています。

こうした取組みを継続的に行うことにより、「JR貨物グル
ープ中期経営計画2026」「2025年度事業計画」の基本方針
の1つである「経営基盤の強化」実現に向けたグループ全体
のコーポレート・ガバナンス及び内部統制の強化・充実を図
っています。

内部統制の強化・充実等への取組み

JR貨物グループの内部統制の強化と経理事務の生産性を上
げるため、2019年4月よりジェイアールエフ商事（株）におい
て連結子会社の会計・税務業務を受託するシェアードサービ
スを進めています。これまで内部統制の強化等が図れるとと
もに、税務申告や会計処理の誤りの早期修正、内部取引照合
差異の縮小等による連結決算作業における会計レベルの向上
が実現できているところですが、2024年7月よりJR貨物グ
ループの連結決算業務についてもジェイアールエフ商事（株）
において全面的に受託することになりました。これにより子会
社の会計・税務・連結決算業務を一体的に実施する環境を整
えつつ、子会社の会計業務段階から連結決算を意識すること
で更なる業務効率化と会計レベルの向上を図ってまいります。

グループの内部統制強化と会計レベル向上

コンプライアンス・リスク管理の取組み 基本方針❹

50 JR貨物グループレポート2025 ＊中期経営計画の5つの基本方針に関連する内容には、見出し脇に基本方針の番号マークを付けています

価値創造を支えるガバナンス

基本的な考え方

JR貨物グループでは、行動指針にコンプライアンスの実践を掲げるとともに、グループ共通の行動規範として「JR貨物グルー
プコンプライアンス指針」を定めて取り組んでいます。特に、過去のコンプライアンス違反事象を教訓として各種法令・社内規範
の遵守、ステークホルダーとの交際の厳格化などの諸施策に取り組んでいます。

コンプライアンス教育

JR貨物ではコンプライアンス意識向上を図るために各階
層別の研修、昇格及び昇級時における研修、現業機関やグル
ープ会社へ出向いての研修、リモート研修などにより積極的
なコンプライアンス教育に取り組んでいます。2024年9月
に発生した不適切事案とこれに対して発出された「輸送の安
全に関する事業改善命令」及び「JR貨物の安全確保のために
講ずべき措置」を踏まえ、コンプライアンスの重要性を改め
て認識させるため、社内で実施する全ての研修においてコン
プライアンス教育を盛り込み、継続的に実施しています。加
えて、全社員を対象としたコンプライアンスに関する知

ち

悉
しつ

確
認を実施するなど、社員へのコンプライアンス意識の定着を
図っています。
また、毎年異なった身近なテーマを取り上げた映像教材を

作成し、JR貨物グループ全社員に視聴を慫
しょうよう

慂して意識の共
有を図っています。この他、社内報によるコンプライアンス
に関する情報発信、「コンプライアンスカレンダー」による意
識啓発やコンプライアンス推進月間等の取組みをJR貨物グ
ループ全体で実施しています。

■コンプライアンス教育の受講人数 （人）

2022年度 2023年度 2024年度

階層 延べ人数 延べ人数 延べ人数

研修

経営層 ー 19 ー

本社管理職等 ー 149 ー

支社管理職・現場長等 100 241 54

一般職等 1,257 872 1,376

グループ会社 149 48 79

映像教材教育（JR貨物） 5,856 6,004 5,682

映像教材教育（グループ会社） 3,323 3,639 4,158

※管理職対象の研修は基本的に隔年実施

コンプライアンスを確立するためにJR貨物グループ全体で取り組んでまいります。MESSAGE

当社では、法令遵守が企業の社会的責任の根幹である
こと、事業の基盤は安全の確保にあることを基本認識と
して、内部統制に関する基本方針を定めています。
2024年9月、当社車両所において車両の輪軸組立作

業時に不適切行為を行っていたことが判明しました。ま
た、対象の車両確認を行うにあたり、安全確保のため、
一時的に全貨物列車の運転見合わせを行いました。

社会からの信頼を取り戻すため、一切のコンプライア
ンス違反行為の撲滅に向けて、コンプライアンスの重要
性を改めて認識すると共に、当社の社会的使命の重大性
及び各自の職責の重さを十分に理解し、違法行為や信用
失墜行為に及ぶことのないよう一丸となって取り組んで
まいります。

代表取締役社長兼社長執行役員（コンプライアンス統括責任者）  犬飼 新

コンプライアンス体制

JR貨物ではコンプライアンス統括責任者に社長が就き、コ
ンプライアンス推進の専任組織としてコンプライアンス･法
務部を設置しています。併せて会長・社長をはじめとした関
係役員等を委員とするコンプライアンス委員会を設置して、
グループ会社を含む体制整備、施策推進、法令違反事象への
対応等を審議しています。また、本社各部や各支社にコンプ

ライアンス・リーダーを設置し、コンプライアンスの推進や
社員からの相談に対応しています。
さらにグループ会社でもコンプライアンス推進体制を構築

し、JR貨物と連携することによりグループが一体となってコ
ンプライアンス推進の取組みを行っています。
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報告

相談

相談・
報告

内部通報

連携

外部通報
報告

ご意見
苦情等

調査結果回答

コンプライアンス委員会 会長委員長 常勤監査役オブザーバー社長、各本部長ほか関係役員、人事部長、総務部長、
コンプライアンス・法務部長委　員

コンプライアンス･リーダー

各部長 または 担当部長本　社 総務部長支　社

コンプライアンス･法務部 コンプライアンス委員会  事務局

社員（契約社員等を含む）

コンプライアンス
相談員

社内窓口
＋

社外窓口
（弁護士事務所）

箇所長

ステークホルダー

コンプライアンス統括責任者 社長

通報窓口

JR貨物では法令違反行為やハラスメント等の問題をいち
早く把握し、これに対処するため、顧問弁護士事務所を含む
内部通報窓口を設置しているほか、社外のお取引先からの通
報を受け付ける外部通報窓口を設置するなど体制を整備して
います。2024年度は49件の通報に適切に対応しています。
なお、グループ会社でもそれぞれ内部通報窓口を設置してい
ますが、JR貨物の窓口はグループ会社社員にも開放しており、
グループ全体が連携してコンプライアンスの実践に取り組ん
でいます。なお、これらの体制は、公益通報者保護法の改正
（2022年）にも対応しています。

コンプライアンス違反事象発生時の対応

万一、コンプライアンス違反事象が発生した際は、経営ト
ップ自らが問題解決に当たる姿勢を内外に表明し、原因究明
と再発防止を行います。また、社会への迅速かつ的確な情報
の公開と説明責任を遂行し、権限と責任を明確にした上で、	
自らを含めて厳正に対処します。

取締役会

会　長

社　長

リスク管理委員会

経営会議

監査部

総務部長

現業機関

本社内の本部､部およびセンター

支社､支店､
事業開発支店

■リスク管理の体制リスク管理は、外部環境の変化とそれらに対応した（あるいはしなかった／できなか
った）社内の行動、すなわち外部からの脅威に対し内部の弱点に気付くことが出発点に
なります。リスクを自覚するための方法として、外部要因と内部要因に分けた枠組み
を用意し、当社にとってのリスクを多面的に把握できるよう努めています。個別のリス
クは、経営への影響度と発生可能性の2つの尺度で評価を行い、経営目標に対する重
要性と対応方針を決定し、対応策を具体化して実行しています。その上で定期的に振
り返り再評価を行い、次の行動につなげるPDCAサイクルを回しています。
こうしたリスク管理のプロセスは、社長を委員長とするリスク管理委員会での審議を
軸として進めており、リスク全体を把握して、経営の意思と各部署での対応を結び付け
ています。総務部危機管理グループでは、JR貨物グループ全体でのリスク管理体制の
構築を目指し、グループ各社でもリスクの洗い出しと評価などの取組みを実施しています。
リスク顕在化の際には、迅速かつ組織的な対応力を高めることも重要です。安否確
認サービスや緊急連絡網の活用を目的として実施した防災訓練、「津波防災の日」に係
る徒歩帰宅訓練、自分の身を守る訓練のほか、メディア対応訓練も実施しています。危
機管理マニュアルも、大規模地震のほか多様なケースを想定し、訓練での検証を経て
改善につなげています。

■コンプライアンス違反事象発生時の対応の流れ（JR貨物）

リスクマネジメント
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情報セキュリティ向上に向けた取組み

訓練メール
開封時コンテンツを表示し、
適切な対応を表示する

個人毎の開封状況を取得し、
結果を集計する

訓練メールのURLリンクを
クリックすると…

!

FAKE

JR貨物で契約している
訓練サービス

当社では、2017年度よりセキュリティ管理の強化に取り
組んでおり、社内各箇所の自己点検・重要情報資産の棚卸を
実施するとともに、社員への各種教育（e-ラーニング、新入社
員教育）を行っています。急速な進化を遂げている生成AIに
ついて、各業務での活用を検討しているため、生成AI利用の
社内ガイドラインを作成し、AIの業務活用にあたって順守す
べき事項等を整理しています。
近年、ランサムウェアによるシステム停止の脅威が増して

おり、感染源となり得る攻撃メールへの対策が急務であるこ
とから、社員を対象とする標的型攻撃メールの訓練を繰り返
し実施しています。繰り返しの訓練を通して社員が実際の攻
撃メールを見分ける眼を養い、適切に対処することで被害の
発生を防ぐよう努めています。
さらに2024年度は、社内の重要システムがサイバー攻撃

を受けたことを想定したBCP訓練を実施しました。経営層
を含む訓練を実施したことで、情報システムに重大なインシ

デントが発生した際にも全社的な対処が可能となる体制を
整えました。他にも、システムの脆弱性を狙った攻撃の増加
を受けて、当社ホームページの脆弱性診断を実施し、診断結
果についてコンサルタントと共に分析と対処方法を検討しま
した。
2025年度は社内で重要な情報の漏えいを防止するため、

特に重要な情報を取り扱う管理者アカウントについて、多要
素認証の導入を検討します。
JR貨物グループにおいては、近年グループ会社などを踏み

台としたサプライチェーン攻撃の事例が増加しているため、
2021年度から継続してグループ内各社での情報セキュリテ
ィ管理規程の制定、ビデオ教材等配付による情報セキュリテ
ィ意識向上のための教育実施の支援を行っています。2024
年度以降はグループ会社に対する標的型メール訓練を実施し
ております。引き続きグループ会社も含めた各社員のサイバ
ー攻撃に対する意識の向上を図ってまいります。

価値創造を支えるガバナンス

■標的型メール訓練の概要

監査役
（非常勤・社外）

渡辺 一

監査役
（非常勤・社外）

渡辺 一
監査役

遠藤 雅彦
監査役

遠藤 雅彦
監査役

（社外）
森山 茂樹

監査役
（社外）

森山 茂樹

監査役メッセージ　～日頃の監査業務で重視していること～MESSAGE

監査役は株主の負託を受けた独立の機関として、取締役の
職務の執行を監査することにより、企業の健全で持続的な成
長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制を確立
する責務を負っています。その際に重視していることを次の3
点に絞って説明します。
1つ目は、業務執行上の問題点に気付けば指摘するとともに、

問題解決のための意見があれば、積極的に述べることです。代
表取締役をはじめとする業務執行者と監査役とは、立場は違っ
ても、乗っている船は同じ（in the same boat）で、会社の健
全な発展を目指すという究極の目的は共通です。しかし、馴れ

合いになってしまっては、監査の意義が無くなるためです。
2つ目は、「現場」「現物」「現人」の3つの「現」を監査におい

ても重視することです。そのために、本社だけではなく、支社
や現業機関などへ往査し、現場長等の生の声を聴くようにし
ています。JR貨物は、本社、支社、現業機関という組織体制
になっていますが、特に本社と支社の間での意識や情報のギ
ャップが起こりやすく、温度差が生じがちです。
3つ目は、持続的成長のために、短期的ではなく、長期的視

点に立った経営判断がなされているかということです。
以上のような視点を踏まえ、日々の監査に取り組んでいます。
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財務データ

（億円）

（年度）2024

1,866

2020 2021 2022

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
2023

1,873 1,876 2,0071,885

営業収益（連結） 2,007億円

（億円）

（年度）2024

387

2020 2021 2022

400

320

240

160

80

0
2023

229

351

277272

設備投資額※1（連結） 277億円

（億円）

（年度）2024

-14

2020 2021 2022

80

40

-40

0

-80
2023

0 -40

67

-35

親会社株主に帰属する
当期純利益（連結） 67億円
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（年度）2024

2
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0
25

-25
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14
-43

14
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経常利益（連結） 14億円
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鉄道運輸収入（単体） 1,229億円
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0
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不動産事業営業利益（連結）108億円
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営業利益（連結） 27億円

115（億円）

（年度）2024

92

2020 2021 2022
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94
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安全投資（単体） 115億円

（億円）

（年度）2024

-92
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0

-40

-80

-120

-160
2023

-79 -148 -85-152

鉄道事業営業利益（連結） -85億円

※1 リースを含む投資額

項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
営業成績

営業収益 単体 億円 1,502 1,513 1,522 1,525 1,622 
営業利益 単体 億円 10 -4 -54 -67 6 
経常利益 単体 億円 0 -12 -63 -62 -8 
当期純利益 単体 億円 0 -26 -52 -47 53 
鉄道事業営業利益 単体 億円 -90 -107 -162 -166 -100 
不動産事業営業利益 単体 億円 101 103 107 98 107 

財政状態
資産 連結 億円 4,122 4,325 4,369 4,376 4,568 

単体 億円 3,753 3,970 4,022 3,987 4,173 
負債 連結 億円 3,104 3,323 3,408 3,445 3,540 

単体 億円 3,009 3,253 3,357 3,368 3,502 
純資産 連結 億円 1,018 1,002 960 931 1,027 

単体 億円 743 716 665 618 670 
自己資本比率 連結 % 23.4 21.9 20.7 20.0 21.2 

キャッシュフロー
営業活動によるキャッシュフロー 連結 億円 159 197 191 168 187 

単体 億円 116 153 167 143 167 
投資活動によるキャッシュフロー 連結 億円 -315 -342 -335 -258 -173 

単体 億円 -273 -278 -281 -196 -138 
財務活動によるキャッシュフロー 連結 億円 95 189 64 60 183 

単体 億円 73 178 40 9 157 
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非財務データ

（億トンキロ）
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社員数（単体）※3 5,637人

■環境データ※5

項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
INPUT

エネルギー投入量 都市ガス 千m3 731 780 739 692 669 
LPG トン 184 151 153 175 248 
ガソリン kℓ 202 198 175 193 190 
A重油 kℓ 2,579 2,610 2,697 2,569 2,498 
灯油 kℓ 1,013 1,007 928 839 825 

水資源投入量 千m3 816 823 913 839 897
PPC用紙使用枚数 千枚 35,992 35,997 35,972 34,862 33,425

OUTPUT
総排水量 千m3 513 548 641 385 552
廃棄物排出量 トン 1,150 1,094 1,163 1,061 1,097

※2 CO2排出係数は、エネルギーの使用の合理化に関する法律および地球温暖化対策推進法関係法令の係数を使用しています。
※3 各年4月1日時点の人数　※4 各年6月1日時点での人数
※5 集計範囲：JR貨物（単体）の鉄道事業を対象としています（本社部門除く）。

■人材データ
項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

育児休職取得率 ％ 11.3 14.5 43.5 48.0 53.6 
育児休職取得数 男性 名 8 5 60 62 57

女性 名 10 20 11 10 10
死亡災害件数 JR貨物 件 0 0 0 0 0

協力会社 件 0 0 0 0 0
休業災害件数 JR貨物 件 11 12 9 17 15

協力会社 件 8 10 12 17 12

財務・非財務データ
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情報発信、貨物鉄道への理解促進、貨物鉄道輸送の啓発などを目的として、JR貨物ホームページにおいて、各種メディアを通
じた情報発信・PRチャネルを集約したリンク集「JR貨物ブランドターミナル」を公開しています。

JR貨物ブランドターミナル　JR-FREIGHT BRAND TERMINAL　

ニュースリリースの発行情報、採用情報などをタイムリ
ーに発信

貨物駅での業務や個性豊かな車両など、貨物鉄道輸送の
舞台裏を発信

会社案内、社歌、企業広告連動動画などのほか、ネット
「モーダルシフト説明会」など営業ツールとしても活用

X（旧Twitter）
JR貨物（公式）

X（旧Twitter）
JR貨物（公式）

Instagram
JR貨物（公式）

Instagram
JR貨物（公式）

YouTube
JR貨物 公式チャンネル

JR貨物会社案内、小学生向けガイドブック、リクルート
用職種紹介、北海道支社ブランドブック

日経広告賞を5年連続で受賞した企業広告や、北海道支
社制作広告を紹介

パンフレット

広告作品

リモートワーク普及に伴い利用拡大中。機関車「桃太
郎」、コンテナ、運転台などの画像を提供中

日本経済新聞社のVRアプリ「日経VR」で「JR貨物 隅田
川駅〜あなたの知らない貨物列車の世界」を視聴可能

壁紙/バーチャル背景

VR体験

当社の機関車をモチーフにした神経衰弱。「かんたん」か
ら「超むずかしい」まで難易度は4段階

当社全面協力による貨物列車や施設をラインアップ。東
京レールゲートEAST・WESTもあり

GAME ペーパークラフト

「JR貨物オリジナルスタンプ」の紹介。制服姿の当社社
員や機関車など

LINEスタンプ
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https://www.jrfreight.co.jp/brand_siteJR貨物
ブランドターミナル

YouTube
JR貨物 公式チャンネル

お　客　様

鉄道ロジスティクス事業 不動産事業 その他

鉄道を基軸とした
総合物流サービス

不動産の賃貸・分譲、ビル・物流施設の管理、
農産物の生産・販売 ほか

【関連・その他】

【関連・その他】

□ 山村JR貨物
　きらベジステーション㈱

● ジェイアールエフ商事㈱

貨物鉄道輸送 保管、荷捌、流通加工、配送

【臨海鉄道】 【関連・その他】【ロジスティクス】
□ 八戸臨海鉄道㈱
□ 仙台臨海鉄道㈱ 
□ 福島臨海鉄道㈱  
□ 鹿島臨海鉄道㈱  
□ 京葉臨海鉄道㈱ 
□ 神奈川臨海鉄道㈱ 
□ 名古屋臨海鉄道㈱ 
□ 衣浦臨海鉄道㈱ 
□ 水島臨海鉄道㈱ 

● 北九州貨物鉄道
　施設保有㈱

● ㈱ジェイアール貨物・北海道物流
● ㈱ジェイアール貨物・東北ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・北関東ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・南関東ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・新潟ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・信州ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・東海ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・北陸ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・西日本ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・中国ロジスティクス
● ㈱ジェイアール貨物・九州ロジスティクス

日本貨物鉄道株式会社

【関連・その他】
● ㈱ジェイアール貨物・ 
　不動産開発

連絡運輸 駅施設管理駅構内業務・荷役業務・検修附帯作業

建設・
コンサルティング・
ビル管理

業務提携・
鉄道輸送利用

リース
資材調達

【倉庫・物資別】
● 名光急送㈱
● 東京輸送㈱
● 日本オイルターミナル㈱

【総合物流】 ● JR貨物ロジ・ソリューションズ㈱

● 関西化成品輸送㈱
□ セメントターミナル㈱

【利用運送】
● 全国通運㈱
● 日本フレートライナー㈱

●：連結子会社、 ：持分法適用会社 リース、グループファイナンス、資材調達

JR貨物の概要 （単体・2025年7月1日現在）

JR貨物グループの事業系統図 （連結子会社及び持分法適用会社を記載・2025年4月1日現在）

会社名 日本貨物鉄道株式会社（JR貨物）
 Japan Freight Railway Company
本社所在地 〒108-0075
 東京都港区港南1丁目8番15号
設　立 1987年4月1日
資本金 190億円
株　主 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
社員数 5,589名
営業線区 75線区
営業キロ 7,805.5km（うち第1種鉄道事業区間 29.1km）
取扱駅数 237駅
 ［車両数］機関車543両、貨物電車42両、貨車7,088両
 ［コンテナ個数］59,156個

列車本数 （1日）393本（コンテナ328本 車扱65本）/日
列車キロ （1日）184千キロ
輸送量 2,714万トン（2024年度実績）
輸送トンキロ 175億トンキロ（2024年度実績）

事業内容 1. 貨物鉄道事業
 2. 倉庫業
 3. 駐車場業
 4. 広告業
 5. 一般土木・建築の設計、工事監理及び工事業　
 6. その他附帯・関連事業等
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P58（表 3 対向）表 2 表 3

私たちは、鉄道を基軸とした
総合物流企業グループとして
最適なソリューションを提供し
社会価値向上に貢献します

表 2
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表 3


